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方自治法第２４１条第５項の規定により、基金運用状況調書を審査したの

で、次のとおり、その意見を提出する。
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注１ 文中に用いる金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。

したがって、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。

２ 各表中の数値は、表示単位未満を四捨五入した。ただし、千円単位で表示したもの

は千円未満を切り捨てた。

したがって、総数と内訳の合計等が一致しない場合がある。

なお、表中、該当数値がないものは「－」と表示した。

３ 各グラフの数値は、表示単位未満を四捨五入した。

４ 比率数値は、原則として小数第１位で表示し、本来整数であるものは、整数で表示

した。表示単位未満は四捨五入した。

したがって、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。

なお、比率が５００％以上は「略」と表示した。

５ 局（事業本部、室）名は、平成１５年４月１日の組織機構の再編後の名称である。
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第１ 審 査 の 対 象

１ 一 般 会 計

平成１４年度横浜市一般会計歳入歳出決算

２ 特 別 会 計

� 平成１４年度横浜市国民健康保険事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市老人保健医療事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市介護保険事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市立大学費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市港湾整備事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市中央卸売市場費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市中央と畜場費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市母子寡婦福祉資金会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市交通災害共済事業費会計歳入歳出決算

	 平成１４年度横浜市勤労者福祉共済事業費会計歳入歳出決算


 平成１４年度横浜市公害被害者救済事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市市街地開発事業費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市自動車駐車場事業費会計歳入歳出決算

 平成１４年度横浜市公共事業用地費会計歳入歳出決算

� 平成１４年度横浜市市債金会計歳入歳出決算

３ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書

４ 基金運用状況調書

� 横浜市土地開発基金

� 横浜市国民年金印紙購入基金

� 横浜市都市整備基金

� 横浜市都市交通基盤整備基金
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第２ 審査の方法

平成１４年度一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）決算については、審査に付

された前記の書類の計数が正確であるか、歳入は適正に確保されているか、歳出予算は

適正かつ効率的に執行されているか及び主要な事業は効果的に執行され、成果は上がって

いるかに重点を置いて審査を行った。また、基金運用状況調書については、その計数が

正確であるか及び基金が適正かつ効率的に運用されているかに重点を置いて審査を実施し

た。

第３ 審査の結果

審査に付された各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産

に関する調書の計数はいずれも正確で、歳入歳出予算の執行は適正であると認められた。

主要な事業については、一部、改善が必要な事業も見受けられたが、おおむね効率的・

効果的に執行され、成果が上がっていると認められた。

また、基金運用状況調書の計数は正確であり、基金運用は適正であると認められた。

なお、予算の執行状況及び基金運用状況等は、次のとおりである。

１ 各会計の決算

� 総 括

ア 予算の編成方針

平成１４年度予算は、３月末に市長選挙を控えていたことから、当初予算は骨格予算とさ

れ、選挙後の５月補正予算と合わせて年間予算とされた。５月補正予算は、行政の継続性

を重視しながらも、「変えるべきものは変える」との考え方に立って、限られた財源のな

かで、メリハリのある予算とされた。

具体的には、「新しい都市経営への取組」、「経済・雇用活性化緊急対策の実施」、「子ど

も・福祉・医療施策の充実」、「ごみ・環境施策の拡充」、「身近な市民利用施設等の整備」、

「都市基盤施設の整備」の６施策に重点的に取り組む予算が編成された。

歳入においては、個人市民税の微増が見込まれるものの、企業を取り巻く厳しい経済状

況を反映した法人市民税の減、地価の下落傾向の影響等による固定資産税の減などによ

り、市税収入の減収が見込まれ、また、市債については、前年度に引き続き、これまで地方

交付税で措置されていたものの一部について臨時財政対策債を発行し、この臨時財政対策

債などの特別な市債を除く一般的な市債の発行は、対前年度１２％減の発行抑制が継続さ

れた。このため、一般会計予算は、平成１１年度から４年連続で前年度を下回る規模となっ

― ―３



表１ 歳入歳出決算年度比較表

区 分 平 成１４年 度 予算現額に
対する比率

対 前 年 度
増 減 率 平 成１３年 度

一
般
会
計

歳 入 １，３３８，０９３，０５０，２１４
円

９７．３
％

△ ３．７
％

１，３８８，８３１，３３５，３７８
円

歳 出 １，３２４，３０４，３６２，８８６ ９６．３ △ ３．８ １，３７６，９７５，８７２，１４０

差 引 １３，７８８，６８７，３２８ － － １１，８５５，４６３，２３８

特
別
会
計

歳 入 １，３３４，００５，８６２，１８１ ９７．６ ７．４ １，２４２，５４７，５６２，８３３

歳 出 １，３３１，３９０，５２９，５３７ ９７．４ ８．０ １，２３２，９３４，６１６，３０２

差 引 ２，６１５，３３２，６４４ － － ９，６１２，９４６，５３１

合

計

歳 入 ２，６７２，０９８，９１２，３９５ ９７．５ １．５ ２，６３１，３７８，８９８，２１１

歳 出 ２，６５５，６９４，８９２，４２３ ９６．９ １．８ ２，６０９，９１０，４８８，４４２

差 引 １６，４０４，０１９，９７２ － － ２１，４６８，４０９，７６９

た。

歳出においては、新しい都市経営の実現をめざして、中期財政ビジョンの策定や公益的

な市民活動との協働のあり方の検討、現在の非常に厳しい経済・雇用情勢に対応し経済の

活性化と雇用の創出に向けた緊急対策及び子育て支援の新たな取組のほか、福祉、環境な

ど市民に身近な施策や市民生活の利便性向上や経済活動の活性化に係る都市基盤施設等の

整備に対し、予算の重点的配分が行われた。

平成１４年５月補正予算編成後、財政需要の増減及び国の補助認証額の増減などによる補

正が数次にわたり行われた結果、最終的な予算は、一般会計１兆３，４５０億１６０万円、特別

会計（公営企業会計を除く。）１兆３，６０２億３，０６１万円となり、両会計の合計は２兆７，０５２

億３，２２１万円となっている。

イ 決算の状況

当年度の一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）を総括すると、歳入決算額は

２兆６，７２０億９，８９１万円（一般会計１兆３，３８０億９，３０５万円、特別会計１兆３，３４０億５８６

万円）、歳出決算額は２兆６，５５６億９，４８９万円（一般会計１兆３，２４３億４３６万円、特別会

計 １兆３，３１３億９，０５３万円）で、予算現額に対する比率は歳入９７．５％、歳出９６．９％で

あり、歳入歳出差引残額は１６４億４０２万円である。

当年度の決算額を前年度と比較すると表１のとおりであり、決算規模の伸び率は、歳入

１．５％（前年度は３．８％の増）、歳出１．８％（前年度は４．１％の増）の増となっている。
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� 一 般 会 計

当年度歳入歳出決算額は、歳入１兆３，３８０億９，３０５万円、歳出１兆３，２４３億４３６万円

で、歳入歳出差引残額は１３７億８，８６９万円である。この額から翌年度への繰越事業費２８１

億３，９０２万円の財源に充当すべき額１３０億４，３４７万円を差し引いた実質収支額は７億

４，５２２万円である。

また、この実質収支額から前年度の純繰越金４億８，４８４万円を差し引いた当年度のみの

収支は２億６，０３９万円となっている。

歳入面についてみると、本市歳入の５０．７％を占めている市税収入の決算額は、法人市

民税、固定資産税の減などにより前年度に比べ１４１億５９７万円（２．０％）減少し、６，７８４億

４，２５７万円となった。また、市債については、１，３７０億９，４０２万円と、前年度に比べ７５億

６，５３９万円の増加となっているが、増加率は、前年度１１．７％に対し、当年度は５．８％にと

どまった。これは、臨時財政対策債等の特別な市債の発行額が前年度に比べ２８７億８，９１６

万円（８８．８％）増加したものの、平成９年度以降継続している、特別な市債を除いた一般

的な市債の発行を抑制したことによるものである。

この結果、歳入規模は過去１０年間で最も小さい規模となった。

なお、一般的な市債については、当年度発行額が７６０億５，４３２万円と前年度に比べ２１２

億３，４８２万円（２１．８％）減少し、未償還残高がはじめて減少した。

歳出面については、当年度決算額は、１兆３，２４３億４３６万円で、北部斎場や横浜港大さ

ん橋国際客船ターミナルなど大規模施設等の完成などにより、前年度に比べ５２６億７，１５１

万円（３．８％）減少し、過去１０年間で最も小さい規模となっている。

当年度は、「新しい都市経営への取組」、「経済・雇用活性化緊急対策の実施」、「子ども・

福祉・医療施策の充実」、「ごみ・環境施策の拡充」、「身近な市民利用施設等の整備」及び

「都市基盤施設の整備」を重点的な取組分野として、旧富士銀行横浜支店の建物を暫定的

に活用した「横浜市市民活動共同オフィス」の設置、ベンチャー企業等の活動拠点として

「横浜新技術創造館」の整備、保育所や特別養護老人ホームの整備、循環型社会を目指す

「横浜Ｇ��プラン」の推進、地区センターや区民文化センターの整備及び都市計画道路

や駅まで１５分道路の整備など、様々な事業が実施された。

また、２００２FIFA ワールドカップTM が開催され、決勝戦開催都市「横浜」を世界に向け

て発信することによるシティーセールスや、市民のボランティア活動などが促進された。

最近のわが国の経済の動きをみると、平成１４年度は、景気に一部持ち直しの動きが見ら

れたが、年度後半は、ほぼ横ばいで推移し、平成１５年度に入っても、景気はおおむね横ば

いで推移しており、企業収益は、緩やかな改善が一部に見られるものの、先行き不透明な

状況となっている。

歳入については、長引く景気の低迷による市民税への影響や、地価の下落による固定資
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産税への影響により、市税収入については、現状の水準を維持することは難しいと見込ま

れる。また、市債については、平成９年度から発行を抑制していることなどから、歳入全

体の規模の縮小傾向が見込まれる。

一方、歳出については、高齢化の進展や景気の低迷による扶助費の増加、道路・公園な

ど都市基盤施設や市民利用施設などの整備に伴う公債費の増加及び平成１９年度以降ピーク

を迎える退職手当の負担増などが見込まれる。

さらに、特別会計及び公営企業会計の市債や外郭団体の借入金のうち、一般会計が市税

等で償還するものへの対応や、また、施設等が完成し供用を開始しているが、特別会計等

から買取りをしていない用地への対応が求められており、財政収支の見通しは厳しい状況

にある。

したがって、今後の財政運営に当たっては、委託化や民営化、事務の効率化などを推進

することにより、行政の管理経費の縮減を図ることに加え、公共事業についても、重点化

や PFI など多様な整備手法の検討を行うとともに、規模・機能の見直しや設計・施工方

法の工夫による建設コストの縮減に努められたい。

また、多様化する市民ニーズの全てを公的サービスととらえ行政自らが対応していくこ

とは難しいことから、公益的な市民活動団体との協働のルールづくりを進めるなど、市民

との連携をより一層促進されたい。

さらに、市税をはじめとする自主財源などの各種財源の確保に努めることはもとより、

国から地方への税源移譲を含む税源配分の見直しなどについて、平成１５年６月に閣議決定

された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」に基づき、確実に実施するよう、

国に対して強く求めていく必要がある。

当年度は、「民の力が存分に発揮される都市・横浜」の実現を目指し、政策目標を明ら

かにした「中期政策プラン」、財政の実態と課題を明らかにした「中期財政ビジョン�」及
び行政運営のあり方と改革の方向性を示した「新時代行政プラン�」からなる、「横浜リ
バイバルプラン」が策定された。

現在、これに基づき、財政運営上の課題に対する具体的な取組や目標などをまとめる

「中期財政ビジョン」、改革の具体的な実施方法や年度別のスケジュールなどを明確にする

「新時代行政プラン」の実施計画（アクションプラン）の策定が行われているところであ

るが、「横浜リバイバルプラン」の着実な推進を図るため、政策目標に対する進ちょく状

況の適切な把握を行い、持続可能な行財政運営の確立に努められるよう要望する。
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表２ 一般会計決算の状況
（単位：円）

平 成１４年 度

歳 入 決 算 額 （Ａ） １，３３８，０９３，０５０，２１４

歳 出 決 算 額 （Ｂ） １，３２４，３０４，３６２，８８６

形 式 収 支 （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） １３，７８８，６８７，３２８

翌年度への繰越財源 （Ｄ） １３，０４３，４６５，７５０

実 質 収 支 （Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ） ７４５，２２１，５７８

前 年 度 純 繰 越 金 （Ｆ） ４８４，８３５，０５０

当年度のみの収支額 （Ｇ）＝（Ｅ）－（Ｆ） ２６０，３８６，５２８
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表３ 一 般 会 計 款 別

款 別 予 算 現 額 調 定 額

円 円

１ 市 税 ６７５，３８３，６１５，０００ ７２１，１９７，３２６，３３８

２ 地 方 譲 与 税 ９，６４６，０００，０００ ９，７４０，３８３，３８９

３ 利 子 割 交 付 金 ５，９８５，０００，０００ ５，５３３，９３４，０００

４ 地 方 消 費 税 交 付 金 ２５，６９４，０００，０００ ２５，２３３，８８３，０００

５ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ２２９，０００，０００ ２３２，８９２，８２０

６ 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 １，０００ ３，７６４，０００

７ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 １０，５５２，０００，０００ １０，４０２，３９４，８９１

８ 軽 油 引 取 税 交 付 金 １４，２３９，０００，０００ １３，９６６，５５２，１７４

９ 国有提供施設等所在市町村助成交付金 ６７５，０００，０００ ６６８，８９１，０００

１０ 地 方 特 例 交 付 金 ２６，８６０，０００，０００ ２６，８６０，３５３，０００

１１ 地 方 交 付 税 ５９，３３４，０００，０００ ５９，４７７，６９６，０００

１２ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １，３２４，０００，０００ １，４４３，５２８，０００

１３ 分 担 金 及 び 負 担 金 １９，６７５，９３３，９５０ １８，４０７，７５５，４４４

１４ 使 用 料 及 び 手 数 料 ５０，９２７，５５９，０００ ４６，９０６，５８２，９９４

１５ 国 庫 支 出 金 １５９，１３２，６９３，０００ １４４，８４７，２６６，４８０

１６ 県 支 出 金 １９，５５５，２６９，０００ １８，０３３，２４４，０２７

１７ 財 産 収 入 １０，８３２，１０４，０００ ５，８９７，２３６，３１０

１８ 寄 付 金 ５，９５４，０７８，０００ ５，９５３，４８６，０００

１９ 繰 入 金 ２，４２４，０００，０００ ２，３７４，４４８，８２８

２０ 繰 越 金 １１，３７０，６２７，１８８ １１，３７０，６２７，２３８

２１ 諸 収 入 １２３，３６６，７０７，０００ １１８，５５２，２６２，４０７

２２ 市 債 １４１，５７７，３５４，０００ １３７，０９４，０２３，６００

合 計 １，３７４，７３７，９４１，１３８ １，３８４，１９８，５３１，９４０

ア 歳 入

当年度歳入決算額は１兆３，３８０億９，３０５万円で、予算現額に対して３６６億４，４８９万円の

減となっており、予算現額に対する比率は９７．３％（前年度９７．８％）、調定額に対する比

率は９６．７％（前年度９６．４％）となっている。

各款別の決算の状況は表３のとおりである。
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歳 入 一 覧 表

収 入 済 額
不納欠損額 収入未済額

金 額 構成比率
予算現額に
対する比率

調 定 額 に
対する比率

円 ％ ％ ％ 円 円

６７８，４４２，５７２，７５０ ５０．７ １００．５ ９４．１ ６，２５５，４３７，２１８ ３６，４９９，３１６，３７０

９，７４０，３８３，３８９ ０．７ １０１．０ １００ ０ ０

５，５３３，９３４，０００ ０．４ ９２．５ １００ ０ ０

２５，２３３，８８３，０００ １．９ ９８．２ １００ ０ ０

２３２，８９２，８２０ ０．０ １０１．７ １００ ０ ０

３，７６４，０００ ０．０ 略 １００ ０ ０

１０，４０２，３９４，８９１ ０．８ ９８．６ １００ ０ ０

１３，９６６，５５２，１７４ １．０ ９８．１ １００ ０ ０

６６８，８９１，０００ ０．０ ９９．１ １００ ０ ０

２６，８６０，３５３，０００ ２．０ １００．０ １００ ０ ０

５９，４７７，６９６，０００ ４．４ １００．２ １００ ０ ０

１，４４３，５２８，０００ ０．１ １０９．０ １００ ０ ０

１７，０７８，９７０，４１９ １．３ ８６．８ ９２．８ １０８，８４９，７５４ １，２１９，９３５，２７１

４５，６８８，９６９，０３０ ３．４ ８９．７ ９７．４ ２３，７８４，０１９ １，１９３，８２９，９４５

１４４，８４７，２６６，４８０ １０．８ ９１．０ １００ ０ ０

１８，０３３，２４４，０２７ １．３ ９２．２ １００ ０ ０

５，８６４，１０４，４６０ ０．４ ５４．１ ９９．４ ０ ３３，１３１，８５０

５，９５３，４８６，０００ ０．４ １００．０ １００ ０ ０

２，３７４，４４８，８２８ ０．２ ９８．０ １００ ０ ０

１１，３７０，６２７，２３８ ０．８ １００．０ １００ ０ ０

１１７，７８１，０６５，１０８ ８．８ ９５．５ ９９．３ １０，９４７，９６１ ７６０，２４９，３３８

１３７，０９４，０２３，６００ １０．２ ９６．８ １００ ０ ０

１，３３８，０９３，０５０，２１４ １００ ９７．３ ９６．７ ６，３９９，０１８，９５２ ３９，７０６，４６２，７７４

� 収入済額の構成比率の高い科目は、市税５０．７％、国庫支出金１０．８％、市債１０．２％、

諸収入８．８％、地方交付税４．４％である。

予算現額と収入済額とを比較してみると、収入済額が予算現額を上回ったものは、市

税、地方交付税等の８科目であり、一方、収入済額が予算現額を下回ったものは国庫支

出金、諸収入等の１４科目である。

また、当年度の不納欠損額は、６３億９，９０２万円（前年度７４億８，６３４万円）、収入未済

額は３９７億６４６万円（前年度４４１億６，７６６万円）となっている。
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表４ 市 税 収 入

税 目 別

平 成 １４ 年 度

調 定 額 収 入 済 額 構成
比率

対前年度
増 減 率

収入
歩合 不納欠損額 収入未済額

円 円 ％ ％ ％ 円 円

市 民 税 ３１４，２７６，０４０，０５１２９３，３０２，５８８，８７９ ４３．２△２．８ ９３．３ ２，７１１，１９８，９２１ １８，２６２，２５２，２５１

内 訳

�
�
�
�
�

個人分 ２７０，１８９，５２９，９８３２５０，２９８，１３９，５６２ ３６．９△０．３ ９２．６ ２，５４１，６９０，０８２ １７，３４９，７００，３３９

法人分 ４４，０８６，５１０，０６８ ４３，００４，４４９，３１７ ６．３△１５．３ ９７．５ １６９，５０８，８３９ ９１２，５５１，９１２

固 定 資 産 税 ３０１，１６８，９４６，７２２２８４，６１１，４５５，５５４ ４２．０△０．９ ９４．５ ２，６０４，００８，１８５ １３，９５３，４８２，９８３

軽 自 動 車 税 １，５８９，７０３，０３０ １，３２７，６６６，６１１ ０．２ ４．０ ８３．５ ２６，７９９，９０８ ２３５，２３６，５１１

市 た ば こ 税 ２０，９４２，３６３，８８９ ２０，９４２，３６３，８８９ ３．１△２．０１００ ０ ０

特別土地保有税 １，３８９，８８９，５９９ ７５６，６６４，０５５ ０．１△７２．４ ５４．４ ２４８，３４５，１２４ ３８４，８８０，４２０

入 湯 税 ３１，０８３，５００ ３１，０８３，５００ ０．０ ２２．９１００ ０ ０

事 業 所 税 １６，６８０，５１７，９３５ １６，４５６，５２８，０００ ２．４ １．０ ９８．７ １７，０９２，４００ ２０６，８９７，５３５

都 市 計 画 税 ６５，１１８，７８１，６１２ ６１，０１４，２２２，２６２ ９．０△１．８ ９３．７ ６４７，９９２，６８０ ３，４５６，５６６，６７０

合 計 ７２１，１９７，３２６，３３８６７８，４４２，５７２，７５０１００ △２．０ ９４．１ ６，２５５，４３７，２１８ ３６，４９９，３１６，３７０

� 次に、市税の当年度及び前年度の決算状況の比較は表４のとおりであるが、当年度収

入済額は６，７８４億４，２５７万円（前年度６，９２５億４，８５４万円）と前年度に比べ１４１億５９７

万円（２．０％）減少し、過去１０年間で最も低い額となった（１２ページ 図１参照）。これ

は、景気低迷等による企業収益の悪化で、法人市民税が前年度と比べ７７億５，３５８万円

（１５．３％）の減となったこと、また、固定資産税で、新増築家屋が増加したものの、土

地において地価下落に伴う評価額の見直しを行ったことなどにより２４億５，０３７万円

（０．９％）の減となったこと等によるものである。

一方、市税全体の収入歩合（収入済額の調定額に対する比率）については９４．１％と、

前年度（９３．５％）に比べ過去最大となる０．６ポイント増加した。また、当年度の不納欠
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状 況 比 較 表

平 成 １３ 年 度

調 定 額 収 入 済 額
構 成
比 率

対前年度
増 減 率

収 入
歩 合

不納欠損額 収入未済額

円 円 ％ ％ ％ 円 円

３２３，９７５，９８８，０９５ ３０１，６８４，２４４，２５４ ４３．６ １．１ ９３．１ ２，７０４，７８４，１２８ １９，５８６，９５９，７１３

２７２，０４２，４２９，５２０ ２５０，９２６，２１６，０２３ ３６．２ １．０ ９２．２ ２，５３８，５６０，４５２ １８，５７７，６５３，０４５

５１，９３３，５５８，５７５ ５０，７５８，０２８，２３１ ７．３ １．３ ９７．７ １６６，２２３，６７６ １，００９，３０６，６６８

３０６，５８４，５３６，６１９ ２８７，０６１，８２９，７８３ ４１．５ ０．２ ９３．６ ３，２０８，４５５，５１４ １６，３１４，２５１，３２２

１，５３１，０８４，２９１ １，２７６，７０９，９２０ ０．２ ３．９ ８３．４ ２９，５５３，５４１ ２２４，８２０，８３０

２１，３６３，６０６，３９１ ２１，３６３，６０６，３９１ ３．１ △１．８ １００ ０ ０

４，０２４，９００，８１４ ２，７４４，４１６，４１５ ０．４ １０１．４ ６８．２ ５６５，３５５，１７０ ７１５，１２９，２２９

２５，２９５，３００ ２５，２９５，３００ ０．０ ２０６．６ １００ ０ ０

１６，５０６，９３１，８２７ １６，２８６，９０４，１６５ ２．４ △３．６ ９８．７ １３，７８０，４２７ ２０６，２４７，２３５

６７，０１５，３２２，８５９ ６２，１０５，５３４，２９７ ９．０ △０．９ ９２．７ ８１２，８７１，０４１ ４，０９６，９１７，５２１

７４１，０２７，６６６，１９６ ６９２，５４８，５４０，５２５ １００ ０．５ ９３．５ ７，３３４，７９９，８２１ ４１，１４４，３２５，８５０

損額は、６２億５，５４４万円と前年度に比べ１０億７，９３６万円（１４．７％）減少し、収入未済

額についても、３６４億９，９３２万円と、前年度に比べ４６億４，５０１万円（１１．３％）減少し、

８年ぶりに４００億円を下回った。これは、滞納整理支援システムを活用した班体制の編

成による効果的な滞納整理を進めたことなどによるものと考えられる。

景気の低迷等により市税の大幅な増収が見込めない中、今後とも、滞納整理支援システ

ムを活用することなどにより、自主財源の根幹である市税の効率的・効果的な徴収に努め

られたい。特に、高額滞納案件の整理については、平成１５年６月に設置された「特別滞納

整理班」と区が連携を図り、引き続き積極的な収納対策を促進されたい。

― ―１１



図２ 一般会計歳入財源別構成比率

図１ 市税収入及び収入歩合の推移

���
���
���
���
���
���

��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������

�����������
�����������
�����������
�����������
�����������
�����������
�����������

������
������
������
������
������
������
������

���
���
���
���
���

��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
��������
�������� 市税

５０．７％

諸収入
８．８％使用料及び

手数料
３．４％

その他
３．０％

市債
１０．２％

地方特例交付金
２．０％

地方譲与税
０．７％

１兆３，３８１億円

６６．１％

３３．９％

繰入金
０．２％

国庫支出金
１０．８％

地方交付税
４．４％

その他
５．６％

自
主
財
源

依
存
財
源

「その他」内訳
自主財源：分担金及び負担金、財産

収入、寄付金、繰越金

依存財源：利子割交付金、地方消費
税交付金、ゴルフ場利用
税交付金、特別地方消費
税交付金、自動車取得税
交付金、軽油引取税交付
金、国有提供施設等所在
市町村助成交付金、交通
安全対策特別交付金、県
支出金

（単位：％）

９８．０

９７．０

９６．０

９５．０

９４．０

９３．０
（単位：億円）

８，０００

７，０００

６，０００

５，０００

４，０００

３，０００

２，０００

１，０００

０

平成５ 平成６ 平成７ 平成８ 平成９ 平成１０ 平成１１ 平成１２ 平成１３ 平成１４

��
����������������

� � � � � � � � �
��

��
�� �� �� �� �� �� ��

３，０５５
２，６１４ ２，７５６ ２，６６６ ２，９４２ ２，７３７ ２，６０３ ２，４８３ ２，５０９

２，４７０
２，６２１

２，７４５ ２，８３４
２，８３６

２，９１１ ２，９７５ ２，８６４ ２，８７１

５５５

５４６ ５２７ ６００
５７７

４９８ ４７２ ５０１ ５０８

６１８
６４７

６７７ ６９８
６４７

６５６ ６６３
６２７ ６２１

４１５
３８５

３９７ ３８１
４２５

４１７ ４１３
４１２ ４１７

７，１１３
６，８１３

７，１０３ ７，１８０
７，４２７

７，２１９ ７，１２６
６，８８８ ６，９２５

収入歩合

その他

都市計画税

固定資産税

市民税法人分

市民税個人分

��
���

（年度）

９５．４

９４．５
９４．０ ９３．８

９３．５
９３．０ ９３．０ ９３．０

９３．５

９４．１

��

���

２，５０３

２，８４６

４３０

６１０

３９５

６，７８４
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表５ 地方交付税、国庫支出金及び市債の収入済額・発行額比較表

款 別 平成１４年度（A） 平成１３年度（B）
差 引 （C）
（A）－（B）

対前年度
増減率

（C）／（B）

円 円 円 ％

地 方 交 付 税 ５９，４７７，６９６，０００ ７８，５２７，６３９，０００ △ １９，０４９，９４３，０００ △ ２４．３

国 庫 支 出 金 １４４，８４７，２６６，４８０ １４５，９０５，７２３，９８９ △ １，０５８，４５７，５０９ △ ０．７

市 債
〈 １３７，２７０，６３４，０００〉

１３７，０９４，０２３，６００
〈 １２９，７１６，２９２，０００〉

１２９，５２８，６３４，７００
〈 ７，５５４，３４２，０００〉

７，５６５，３８８，９００
〈 ５．８〉

５．８

一般的な市債
〈 ７６，０５４，３２０，０００〉

７５，９０９，８２５，４００
〈 ９７，２８９，１４０，０００〉

９７，１２４，９８６，８００
〈△ ２１，２３４，８２０，０００〉
△ ２１，２１５，１６１，４００

〈△ ２１．８〉
△ ２１．８

特 別 な 市 債
（うち臨時財政対策債）

〈 ６１，２１６，３１４，０００〉
６１，１８４，１９８，２００
（４４，７３８，０００，０００）

〈 ３２，４２７，１５２，０００〉
３２，４０３，６４７，９００
（２０，５１８，０００，０００）

〈 ２８，７８９，１６２，０００〉
２８，７８０，５５０，３００
（２４，２２０，０００，０００）

〈 ８８．８〉
８８．８

（１１８．０）

注１ 特別な市債とは、減税補てん債、臨時財政対策債及び特定資金公共投資事業債である。

２ 市債の上段〈 〉は発行額を示し、下段は収入済額を示す。

� 市税を除く主な歳入科目の収入済額を前年度と比較してみると、表５のとおりであり、

地方交付税は２４．３％の減、国庫支出金は０．７％の減、また、市債は５．８％の増となっ

ている。

地方交付税の減は、従来地方交付税として措置されていたものの一部について、平成

１３年度から平成１５年度の間に限り臨時財政対策債として発行されており、当年度発行額

が４４７億３，８００万円と、前年度に比べ２４２億２，０００万円増加したことなどによるもので

ある。

また、国庫支出金の減は、主として福祉費国庫負担金において県からの事務移管に伴

う児童扶養手当費負担金が増加したものの、港湾費国庫負担金で横浜港大さん橋国際客

船ターミナルや、環境事業費国庫補助金で都筑工場のダイオキシン対策工事の事業が終

息に近づいたことに伴い、対象事業費が減少したことなどによるものである。

一方、市債の増は、地方交付税の減に対応して臨時財政対策債が発行されたことなど

によるものである。
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図３ 一般会計市債未償還残高及び公債費の推移

注１ 特別な市債とは、減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債及び

特定資金公共投資事業債である。

２ 市街地・駐車場・一般借換債を特別会計に移行したベースとしている。

２５，０００

２０，０００

１５，０００

１０，０００

５，０００

０
平成５ 平成６ 平成７ 平成８ 平成９ 平成１０ 平成１１ 平成１２ 平成１３ 平成１４

１３，４９９

（年度）

特別な市債未償還残高

一般的な市債未償還残高

公債費

１，２２３ １，２４３ １，２９５ １，３７２ １，４６０ １，５５８ １，６８５ １，４９２ １，６７２

１１，８６１

１２，９９９

１４，４７８

１５，９２５

１７，０１０

１７，９５７
１８，６４１

１９，０６４ １９，３６０

５００

９３５

１，４４４

１，６１５

１，８５４
１，９２９

２，０２１
２，３４６

１５，４１３

１７，３７０

１８，６２５

１９，８１２
２０，５６９

２１，０８５
２１，７０５

（単位：億円）

１，７７４

１９，３０５

２，９５８

２２，２６３

１１，８６１

なお、市債の発行額・未償還残高の状況についてみると、市債全体としては前年度と

比較して増加しているものの、引き続き発行抑制に努めた結果、臨時財政対策債や、減

税補てん債等の特別な市債を除いた一般的な市債の発行額は７６０億５，４３２万円と前年度

に比べ２１２億３，４８２万円（２１．８％）減となっており、平成１４年度末における一般的な市

債の未償還残高は１兆９，３０５億２，３５０万円と前年度に比べ５４億３，６９７万円（０．３％）減

となり、残高が初めて減少した。

市債未償還残高及び公債費の過去１０か年度の推移は、図３のとおりである。
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� 不納欠損額と収入未済額についてみると、不納欠損額は６３億９，９０２万円（前年度７４

億８，６３４万円）となったが、このうち大部分は市税６２億５，５４４万円（前年度７３億３，４８０

万円）である。

収入未済額は３９７億６４６万円（前年度４４１億６，７６６万円）で、このうち大部分は市税

３６４億９，９３２万円（前年度４１１億４，４３３万円）であり、市税以外では、分担金及び負担

金１２億１，９９４万円（主なものは保育所費負担金５億７２０万円）、使用料及び手数料１１億

９，３８３万円（主なものは公営住宅使用料９億５，１７５万円）等である（表３参照）。

市税以外の収入未済額は、年々増加し３２億７１５万円と多額となっており、特に、分担金

及び負担金は前年度に比べ６．４％増、使用料及び手数料は前年度に比べ４．９％増となって

いるので、債権管理のより一層の適正化に努め、引き続き未納の解消を図られたい。
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表６ 一 般 会 計 款 別

款 別
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比率 金 額 構成比率 予算現額に
対する比率

円 ％ 円 ％ ％

１ 議 会 費 ３，０１３，１３２，０００ ０．２ ２，９４０，７９７，９１９ ０．２ ９７．６

２ 総 務 費 １０７，１６５，５２８，５３９ ７．８ １０５，５８２，２４４，２７５ ８．０ ９８．５

３ 市 民 費 ４８，８３１，３４４，９７２ ３．６ ４８，０４２，４２７，６３６ ３．６ ９８．４

４ 福 祉 費 ２４７，１９８，１７４，０２９ １８．０ ２３９，４０６，９１３，２９４ １８．１ ９６．８

５ 衛 生 費 ３９，４０８，２５０，０００ ２．９ ３８，６０７，１８８，９４５ ２．９ ９８．０

６ 環 境 保 全 費 ６，６２４，６３０，０００ ０．５ ６，２７０，７３４，３１８ ０．５ ９４．７

７ 環 境 事 業 費 ５３，４５５，０１１，０００ ３．９ ５２，５７４，５５７，０１４ ４．０ ９８．４

８ 経 済 費 ６３，７２８，２０１，０００ ４．６ ５８，９９９，８０４，９９１ ４．５ ９２．６

９ 緑 政 費 ４３，４１５，８０７，２００ ３．２ ４２，９４９，４７１，８２３ ３．２ ９８．９

１０ 都 市 計 画 費 ３６，２３１，８９４，０００ ２．６ ３１，６８２，５５９，９７２ ２．４ ８７．４

１１ 道 路 費 ９７，７９４，１７９，０００ ７．１ ８８，０９２，８４６，８０５ ６．７ ９０．１

１２ 河 川 費 １６，２２６，０９９，０００ １．２ １３，７６８，１２２，３８９ １．０ ８４．９

１３ 港 湾 費 ３０，１９４，６８４，９３８ ２．２ ２６，３９６，０１２，２３８ ２．０ ８７．４

１４ 建 築 費 ３３，４４１，７８２，０００ ２．４ ３２，７４２，８３１，９９３ ２．５ ９７．９

１５ 消 防 費 ３９，６５３，６０２，０００ ２．９ ３９，４７６，８３１，７０８ ３．０ ９９．６

１６ 教 育 費 １１２，７６０，２０６，３９４ ８．２ １０９，３９４，１６５，７６０ ８．３ ９７．０

１７ 公 債 費 １７７，６７２，８６６，０００ １２．９ １７７，４４４，８４３，２３８ １３．４ ９９．９

１８ 諸 支 出 金 ２１７，７３１，５７８，０００ １５．８ ２０９，９３２，００８，５６８ １５．９ ９６．４

１９ 予 備 費 １９０，９７１，０６６ ０．０ ０ ０ ０

合 計 １，３７４，７３７，９４１，１３８ １００ １，３２４，３０４，３６２，８８６ １００ ９６．３

イ 歳 出

当年度歳出決算額は１兆３，２４３億４３６万円で、予算現額に対して５０４億３，３５８万円の減

（翌年度繰越額２８１億３，９０２万円、不用額２２２億９，４５５万円）となっており、予算現額に

対する比率は９６．３％（前年度９７．０％）で、前年度に比べ０．７ポイント下回っている。

各款別の決算の状況は表６のとおりである。

� 支出済額の構成比率の高い科目は福祉費１８．１％、諸支出金１５．９％、公債費１３．４％、

教育費８．３％、総務費８．０％である。

翌年度繰越額は２８１億３，９０２万円（明許繰越し２６２億１，５４２万円、事故繰越し１９億

２，３６０万円）で、前年度に比べ１５億９，７３２万円減少し、予算現額に対する比率は２．０％
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歳 出 一 覧 表

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

繰越明許費 事故繰越し 計 構成比率 予算現額に
対する比率 金 額 構成比率 予算現額に

対する比率
円 円 円 ％ ％ 円 ％ ％

０ ０ ０ ０ ０ ７２，３３４，０８１ ０．３ ２．４

０ ０ ０ ０ ０ １，５８３，２８４，２６４ ７．１ １．５

０ ０ ０ ０ ０ ７８８，９１７，３３６ ３．５ １．６

２，９０６，７３９，０００ ０ ２，９０６，７３９，０００ １０．３ １．２ ４，８８４，５２１，７３５ ２１．９ ２．０

０ ０ ０ ０ ０ ８０１，０６１，０５５ ３．６ ２．０

０ ０ ０ ０ ０ ３５３，８９５，６８２ １．６ ５．３

３１，８６０，０００ ０ ３１，８６０，０００ ０．１ ０．１ ８４８，５９３，９８６ ３．８ １．６

０ ０ ０ ０ ０ ４，７２８，３９６，００９ ２１．２ ７．４

０ ２６１，４２０，５００ ２６１，４２０，５００ ０．９ ０．６ ２０４，９１４，８７７ ０．９ ０．５

３，１４５，３７１，０００ ０ ３，１４５，３７１，０００ １１．２ ８．７ １，４０３，９６３，０２８ ６．３ ３．９

９，３７６，７５６，４００ １０７，９７６，０００ ９，４８４，７３２，４００ ３３．７ ９．７ ２１６，５９９，７９５ １．０ ０．２

２，３９０，８００，０００ ０ ２，３９０，８００，０００ ８．５ １４．７ ６７，１７６，６１１ ０．３ ０．４

３，４００，４４２，７５０ ０ ３，４００，４４２，７５０ １２．１ １１．３ ３９８，２２９，９５０ １．８ １．３

０ ０ ０ ０ ０ ６９８，９５０，００７ ３．１ ２．１

０ ０ ０ ０ ０ １７６，７７０，２９２ ０．８ ０．４

４７２，７２０，５００ １８，０１１，０００ ４９０，７３１，５００ １．７ ０．４ ２，８７５，３０９，１３４ １２．９ ２．５

０ ０ ０ ０ ０ ２２８，０２２，７６２ １．０ ０．１

４，４９０，７３２，０２７ １，５３６，１９５，１７３ ６，０２６，９２７，２００ ２１．４ ２．８ １，７７２，６４２，２３２ ８．０ ０．８

０ ０ ０ ０ ０ １９０，９７１，０６６ ０．９ １００

２６，２１５，４２１，６７７ １，９２３，６０２，６７３２８，１３９，０２４，３５０ １００ ２．０２２，２９４，５５３，９０２ １００ １．６

で、前年度（２．１％）とほぼ同様になっている。

また、不用額は２２２億９，４５５万円で、前年度に比べ８９億６，８５７万円増加し、予算現

額に対する比率は１．６％となり、前年度（０．９％）を０．７ポイント上回っている。

翌年度繰越額については、前年度（２９７億３，６３５万円）に比べ５．４％（１５億９，７３２万円）

減少し、２８１億３，９０２万円となっている。これは、一部、国の追加認証を受け補正予算が

編成されたが、年度内の執行が困難であったための繰越しが含まれているものの、地元や

関係機関等との調整に日時を要したこと等により事業執行できなかったものもあるので、

より的確な見通しのもとで綿密な調整等を行うことにより、計画的かつ着実な事業執行に

一層努められたい。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項１目

企 画 調 整 費

中期政策プラン
推進事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

４５，８３０ ４５，８３０ １００ ０ ０ ０

都市づくり推進
事業 １２，２４５ １２，２４５ １００ ０ ０ ０

ワールドカップ
サッカー推進事
業

６１９，５２５ ５９２，８３４ ９５．７ ０ ０ ２６，６９１

不用額については、前年度に比べ６７．３％（８９億６，８５７万円）増加し、２２２億９，４５５万円

となっている。これは、金利の低下や入札残などによるものもあるが、建設計画の調整等

に日時を要したことにより事業執行ができなかったものが含まれているので、より的確な

事業執行に努められたい。

また、不用額には契約方法の見直しなど創意工夫による節約も含まれており、平成１５年

度に導入された「予算におけるメリットシステム」を活用し、予算執行における更なる工

夫に努められたい。

平成１５年度予算編成に合わせて、事務事業の自己評価を行い、市民に公表したところで

あるが、今後、成果の把握方法の検討を進め、事業の成果を測定する指標を順次設定する

など、市民にわかりやすい行政評価の確立に、一層取り組まれたい。

ウ 各款別執行状況

次に、当年度における主要事業の執行状況や、翌年度繰越額、多額の不用額を生じてい

る科目（事業）及び予算現額に対する支出済額の比率が低い科目（事業）について、款別

にその内容を審査した。その概要は次のとおりである。

第１款 議 会 費

予算現額３０億１，３１３万円に対して支出済額は２９億４，０８０万円で、執行率は９７．６％で

ある。

第２款 総 務 費

予算現額１，０７１億６，５５３万円に対して支出済額は１，０５５億８，２２４万円で、執行率は

９８．５％である。

○ このうち、都市経営局に係る主要事業の執行状況は次のとおりである。

当年度は、２００２FIFA ワールドカップTM の開催に当たり、本市では、全庁的推進組織を

つくり、多くの市民ボランティアや関係機関の協力を得て、交通・輸送・警備等の環境整
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項１目

一 般 管 理 費

市庁舎整備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１，０１４，９８５ １，０１４，９８５ １００ ０ ０ ０

情報通信基盤構
築・運用事業 ３４０，１９７ ３１６，０１２ ９２．９ ０ ０ ２４，１８４

電子市役所推進
調査事業 ９，４４２ ９，４４２ １００ ０ ０ ０

１項４目

危機管理対策費
危機管理対策事
業 １，５０９，８０６ １，２７９，９４４ ８４．８ ０ ０ ２２９，８６１

１項５目

国 際 交 流 費

国際交流事業 ９５６，８２１ ８７１，００９ ９１．０ ０ ０ ８５，８１２
８款１項２目

産業活性化推進費

８款１項４目

国 際 経 済 費

備を行うとともに、各種イベント等を通じた大会機運の盛り上げなどにより、本大会を成

功裏に終えた。こうしたことは、決勝戦開催都市「横浜」の名を世界に向けて発信するこ

とによるシティーセールスや、ボランティア活動の促進などの成果となっている。

また、平成１４年１２月には、市政運営の政策面での柱となる「中期政策プラン」が「民の

力が存分に発揮される都市・横浜」の実現を目指して策定された。このプランと連動し

「中期財政ビジョン�」及び「新時代行政プラン�」が併せて策定されている。
今後、「中期政策プラン」の目標の達成に向け、計画事業の進ちょく状況を把握すると

ともに、各局区などと十分に連携を図り、着実な推進に努められたい。

○ 総務局に係る主要事業の執行状況は次のとおりである。

※ 平成１４年５月の組織機構の再編により、産業活性化推進費及び国際経済費の一部が、経済局から

移管された。

主要事業において、多額の不用額を生じている事業は次のとおりである。

� 危機管理対策事業の執行率は８４．８％で、２億２，９８６万円の不用額を生じている。

これは、主として活断層の有無等を調べる地下構造調査に関し、文部科学省の地震調

査交付金の認証が得られなかったことによる調査の中止による残等である。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項６目

広 報 費
広 報 事 業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１，１６０，２３４ １，１３８，２１１ ９８．１ ０ ０ ２２，０２２

２項１目
個性ある区づく
り推進費

個性ある区づく
り推進費事業
（自主企画事業
費）

１，７９９，４６１ １，７９９，４６１ １００ ０ ０ ０

２項３目

区庁舎等建設費
区庁舎建設・耐
震性強化事業 １，６５０，９９９ １，５８９，６３６ ９６．３ ０ ０ ６１，３６２

２項４目

地 域 振 興 費

自治会町内会組
織助成等事業 １，８１１，１１０ １，６８３，８９０ ９３．０ ０ ０ １２７，２２０

市民活動推進事
業・市民活動支
援事業

１５７，４１１ １５７，４１１ １００ ０ ０ ０

２項５目

市民利用施設費
地区センター建
設事業 １，１３２，４４０ １，０７７，１６８ ９５．１ ０ ０ ５５，２７１

３項２目

文化施設整備費
区民文化セン
ター等整備事業 １，３６８，７２０ １，３６１，９４０ ９９．５ ０ ０ ６，７７９

当年度は、従来の地震、風水害及び都市災害対策に加え、テロ等の新たな人為的な都市

災害等に対しても、機動的かつ横断的に対応するため、災害対策室を危機管理対策室に組

織変更し、危機管理体制の強化を図った。また、「電子市役所推進計画」を策定し、ＩＴ

（情報通信技術）を活用して、市民が利便性を実感できる行政サービスの実現等に向け、

取組を開始した。

平成１５年３月には、行政運営のあり方と改革の方向性を示した「新時代行政プラン�」
を策定し、現在、実施計画（アクションプラン）の策定に取り組んでいるところである。

ついては、全庁的な改革を推進する立場から、各局区などと十分に連携を図り、実施計

画（アクションプラン）の策定と、その着実な推進に努められたい。

第３款 市 民 費

予算現額４８８億３，１３４万円に対して支出済額は４８０億４，２４３万円で、執行率は９８．４％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、多額の不用額を生じている事業は次のとおりである。

� 自治会町内会組織助成等事業の執行率は９３．０％で、１億２，７２２万円の不用額を生じて

いる。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項４目
地域ケア施設運
営費

地域ケア施設運
営事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

３，５４１，６３２ ３，１４１，９８５ ８８．７ ０ ０ ３９９，６４７

２項６目

保 育 所 費
横浜保育室助成
事業 ４，１７８，８５７ ４，１０３，２１０ ９８．２ ０ ０ ７５，６４７

３項２目

障害者福祉費

社会福祉法人型
障害者地域活動
ホーム運営事業

６３３，９１０ ６３３，９１０ １００ ０ ０ ０

障害者居宅介護
事業 ２，６１５，０９８ ２，６１５，０９８ １００ ０ ０ ０

４項２目

老 人 福 祉 費

介護予防自立支
援事業 ８９３，４１３ ８９３，４１３ １００ ０ ０ ０

在宅の要援護高
齢者支援事業 ２，３９０，７９０ ２，３８６，５１７ ９９．８ ０ ０ ４，２７３

これは、自治会町内会館の整備費助成について、新築等の補助件数が減少したことに

よる補助金の残である。

当年度は、「横浜にぎわい座」及び「横浜赤レンガ倉庫１号館」が開館し、引き続き、

区民文化センター、北部市民ギャラリー（仮称）・北部方面フォーラム（仮称）、地区セ

ンター等の整備を進めた。また、平成１４年１０月には、旧富士銀行横浜支店を暫定活用した

「横浜市市民活動共同オフィス」を開設し、市民活動との協働のあり方を検討するなど、

広範多岐に渡る事業を展開してきた。

また、「個性ある区づくり推進費」の自主企画事業費については、当年度に、全体事業

数７５４に対して、新規事業を２１１事業実施しているが、一方で、５か年以上継続しているも

のが３１３事業ある。平成１５年度予算においては、自主企画事業費の枠を見直し、事業の内

容を充実させるよう工夫を行っているが、更なる活性化に向けて、一層の事業内容や手法

の検討が必要と思われる。

今後とも、地域における市民の様々な活動の拠点となる市民利用施設等の着実な整備を

図るとともに、行政と公益的な市民活動との協働の取組を推進されたい。また、区の地域

特性やニーズを反映した市民サービスを迅速かつ的確に提供できるよう、区役所機能の強

化に向けて努められたい。

第４款 福 祉 費
予算現額２，４７１億９，８１７万円に対して支出済額は２，３９４億６９１万円で、執行率は９６．８％

である。

○ このうち、福祉局に係る主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

６項１目

社会福祉施設整

備費

地域ケア施設整
備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

３，０６９，２２９ ２，８８９，７４７ ９４．２ ０ ０ １７９，４８１

特別養護老人
ホーム等整備事
業

６，１８３，１３０ ３，３８０，６１５ ５４．７ ２，５７３，８９１ ０ ２２８，６２４

介護老人保健施
設整備事業 １，３５１，８５４ １，１６３，７１０ ８６．１ １０６，６００ ０ ８１，５４３

障害者地域活動
ホーム整備事業 ６９０，６１１ ５０９，２４７ ７３．７ ０ ０ １８１，３６３

障害児・者施設
整備事業 ３，０６１，２５３ ２，８９７，７６６ ９４．７ ０ ０ １６３，４８６６項２目

児童福祉施設整
備費

主要事業において、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている事業は次のとおりであ

る。

� 地域ケア施設運営事業の執行率は８８．７％で、３億９，９６５万円の不用額を生じている。

これは、主として地域ケア施設の運営委託において、予算で見込んだ人件費に対する

実績額の減による運営委託料の残である。

� 地域ケア施設整備事業の執行率は９４．２％で、１億７，９４８万円の不用額を生じている。

これは、主として建設工事契約の入札残である。

� 特別養護老人ホーム等整備事業の執行率は５４．７％で、２５億７，３８９万円の明許繰越し

及び２億２，８６２万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、「サンライズヒル横浜」において、近隣の調整に日時を要したこと及

び「新横浜さわやか苑（仮称）」「新横浜ほほえみ苑（仮称）」において、建設地が廃棄

物埋め立て跡地であることが判明し、設計変更を生じたことにより年度内の執行が困難

であったため、建設費補助金の一部を繰り越したことによるものである。

不用額は、主として「戸部ハマノ愛生園」ほか８か所において、建設工事契約の入札

残が生じたことによる建設費補助金の残である。

� 介護老人保健施設整備事業の執行率は８６．１％で、１億６６０万円の明許繰越しを生じて

いる。

明許繰越しは、「オアシス（仮称）」及び「田谷（仮称）」において、関係機関又は地
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元との調整に日時を要したことにより年度内の執行が困難であったため、建設費補助金

の一部を繰り越したことによるものである。

� 障害者地域活動ホーム整備事業の執行率は７３．７％で、１億８，１３６万円の不用額を生じ

ている。

これは、主として「瀬谷区障害者地域活動ホーム（仮称）」において、関係者との調

整に日時を要し、着工延期による建設費補助金の残である。

� 障害児・者施設整備事業の執行率は９４．７％で、１億６，３４９万円の不用額を生じてい

る。

これは、主として「東部地域療育センター」等において、建設工事契約の入札残で

ある。

○ なお、主要事業以外で、翌年度繰越額又は多額の不用額を生じている科目（事業）は、

次のとおりである。

� １項２目社会福祉事業振興費については、予算現額３６億７，７６８万円に対して支出済

額は３４億６，５３９万円で、執行率は９４．２％となっており、２億１，２２９万円の不用額を生

じている。

これは、主として横浜市社会福祉協議会補助金において、予算で見込んだ人件費に対

する実績額の減による同協議会に対する補助金の残である。

� ３項２目障害者福祉費のうち障害者グループホーム設置運営費補助事業については、

予算現額１２億９，０７７万円に対して支出済額は１１億７，２９１万円で、執行率は９０．９％と

なっており、１億１，７８６万円の不用額を生じている。

これは、主として新設のグループホームを設置するにあたり、関係機関との調整に日

時を要し設置時期が遅れたことによる運営費補助金の残である。

� ４項１目老人措置費については、予算現額２２億３，２９３万円に対して支出済額は２０億

９，３０５万円で、執行率は９３．７％となっており、１億３，９８９万円の不用額を生じている。

これは、主として老人ホーム措置者人数が見込みより少なかったことによる措置費の

残である。

� ４項２目老人福祉費のうち高齢者グループホーム事業については、予算現額４億５３５

万円に対して支出済額は２億６，３８９万円で、執行率は６５．１％となっており、１億４，１４６
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万円の不用額を生じている。

これは、主として施設整備費補助対象施設が見込みより少なかったことによる整備費

補助金の残である。

� ６項１目社会福祉施設整備費のうち介護予防拠点整備事業については、予算現額１億

５，５５３万円に対して支出済額は８，４６１万円で、執行率は５４．４％となっており、５，０００万

円の明許繰越し及び２，０９２万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、国庫補助金の追加認証により予算の補正を行ったが、年度内の執行が

困難であったため、整備費の一部を繰り越したことによるものである。

不用額は、主として施設整備工事契約の入札残が生じたことによる工事費の残である。

� ６項１目社会福祉施設整備費のうち鉄道駅舎エレベーター等設置事業については、予

算現額１７億２，２７７万円に対して支出済額は１４億２，０７８万円で、執行率は８２．５％となっ

ており、３億１９９万円の不用額を生じている。

これは、主として駅舎エレベーター等整備工事において、工法、工事範囲の見直し及

び工事契約の入札残等による工事費の残である。

福祉保健に関する相談やサービスを身近な場所で受けられるよう、地域ケアプラザの整

備を進めており、当年度は、新たに８か所が開所した。

特別養護老人ホームについては、１８２床が整備されたが、中期政策プランに対しては、

低い進ちょく状況となっている。また、当年度は、特別養護老人ホームの入所指針を変更

し、これまでの原則申込順から、申込者の「要介護度」「介護者の状況」等を総合的に勘

案し、入所の必要性を判定することとした。なお、平成１５年４月１日時点の入所待ち人数

は、５，３４７人となっている。

また、障害者の地域での生活を支援する拠点として、障害者地域活動ホーム整備に対す

る助成が行われ、２か所が開所した。さらに、障害の早期発見・早期療育を目的に、地域

で総合的な療育を受けられるよう「東部地域療育センター」の整備を進め、平成１５年６月

に竣工した。

今後とも、高齢者、障害者等の福祉ニーズに対応したサービスの提供に向け、取組を推

進されたい。また、特に、特別養護老人ホームについては、入所待ちの解消に向け、更な

る整備の促進に努められたい。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

３款１項７目

青少年育成費
放課後児童健全
育成事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１，１０８，８００ １，１０８，８００ １００ ０ ０ ０

４款６項２目
児童福祉施設整
備費

保育所整備事業 ４，１６２，６２６ ３，３４９，８７９ ８０．５ １７６，２４８ ０ ６３６，４９９

５款１項４目

健康づくり費
子育て支援推進
事業 １０６，７０６ １０６，７０６ １００ ０ ０ ０

１６款１項７目

私 学 助 成 費
私立幼稚園預か
り保育補助事業 ２３４，５６２ ２３４，５６２ １００ ０ ０ ０

１６款６項１目

生涯学習推進費
はまっ子ふれあ
いスクール事業 ２，８３１，０８７ ２，６００，５４４ ９１．９ ０ ０ ２３０，５４３

※ 平成１５年４月の組織機構の再編により、子育て支援事業本部が設置され、青少年育成費、児

童福祉施設整備費、健康づくり費、私学助成費及び生涯学習推進費のそれぞれ一部が、市民局、

福祉局、衛生局及び教育委員会事務局から移管された。

○ 子育て支援事業本部に係る主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている事業は次のとおりであ

る。

� 保育所整備事業の執行率は８０．５％で、１億７，６２５万円の明許繰越し及び６億３，６５０万

円の不用額を生じている。

明許繰越しは、「つづき保育園」及び「マーマしのはら保育園」において、事業計画

の調整等に日時を要したことにより、年度内の執行が困難であったため、建設費補助金

の一部を繰り越したことによるものである。

不用額は、主として幼保連携事業において、調整に日時を要し、建設が困難となった

ことによる用地取得費及び建設費補助金の残である。

� はまっ子ふれあいスクール事業の執行率は９１．９％で、２億３，０５４万円の不用額を生じ

ている。

これは、主として児童の参加状況等に応じ、アシスタントパートナーを配置したこと

による委託料の残である。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目

予 防 費
予防接種事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

２，９０７，１４９ ２，９０７，１４９ １００ ０ ０ ０

１項３目

健 康 診 査 費

基本健康診査等
事業 ３，０１２，１９４ ３，０１２，１９４ １００ ０ ０ ０

がん検診事業 １，９０１，９３３ １，９０１，９３３ １００ ０ ０ ０

１項４目

健康づくり費
町ぐるみ健康づ
くり支援等事業 ２２，２１３ ２２，２１３ １００ ０ ０ ０

１項５目

精神保健福祉費

精神障害者生活
支援センター整
備運営事業

３３１，８０９ ３３１，８０９ １００ ０ ０ ０

精神科救急医療
対策事業 １８１，１０６ １８１，１０６ １００ ０ ０ ０

１項９目

病 院 事 業 費
東部地域中核病
院整備事業 １６６，８８１ １６６，８８１ １００ ０ ０ ０

２項３目

食肉衛生検査所費
牛海綿状脳症
（BSE）検査事業 １１２，７７２ ９８，３６０ ８７．２ ０ ０ １４，４１１

平成１５年４月、子育て支援事業本部が設置され、「子育てしやすいまち横浜」をつくる

ために、複数局で所管していた待機児童解消や子育て支援に関する事業等が集約されてい

る。平成１５年４月１日時点の待機児童数は、１，１２３人であり、待機児童の解消に向けた保

育所等の整備を進めるとともに、地域子育て支援施策及び放課後児童施策の効果的な推進

に努められたい。

第５款 衛 生 費

予算現額３９４億８２５万円に対して支出済額は３８６億７１９万円で、執行率は９８．０％であ

る。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

○ 主要事業以外で、多額の不用額を生じている科目は、次のとおりである。

� １項６目医療対策費については、予算現額５９億６，１２８万円に対して支出済額は５１億

９，７０５万円で、執行率は８７．２％となっており、７億６，４２３万円の不用額を生じている。

これは、医療機関整備資金貸付事業において、医療機関への貸付件数が見込みより少

なかったことによる貸付金の残である。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目

環 境 政 策 費

環境政策の推
進・環境保全推
進事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１４７，６３１ １３５，１１０ ９１．５ ０ ０ １２，５２０

１項３目
廃棄物・建設発
生土対策費

廃棄物・建設発
生土対策事業 ２，６０１，９９１ ２，３８０，２７９ ９１．５ ０ ０ ２２１，７１１

１項３目
廃棄物・建設発
生土対策費

ダイオキシン類
対策事業

１６７，５７１ １１９，１０１ ７１．１ ０ ０ ４８，４６９
１項４目
環境科学研究所
費

２項１目

公害対策事業費

１項４目
環境科学研究所
費

環境科学研究所
調査研究事業 １６８，３０９ １６７，７５０ ９９．７ ０ ０ ５５８

２項１目

公害対策事業費
交通環境対策推
進事業 ３１９，２３０ ２９６，５３６ ９２．９ ０ ０ ２２，６９３

２項２目
公害健康被害補
償事業費

公害健康被害の
補償・保健事業 ８６７，２７７ ８３３，０２８ ９６．１ ０ ０ ３４，２４８

当年度は、食肉の安全性を確保するため、と畜場に搬入された全ての牛に牛海綿状脳症

（BSE）検査を行い、市民の不安解消を図った。また、市内５番目の地域中核病院となる

東部地域中核病院の平成１８年度中の開院に向け、基本設計費を助成した。さらに、精神障

害者の日常生活の支援を行う保土ヶ谷区生活支援センターが平成１５年２月に開所したほ

か、精神科救急医療において三次救急体制の拡充を図った。

また、基本健康診査の実施に加えて、新たに C 型肝炎ウイルス等検査を当年度開始し

たほか、町ぐるみで健康づくりを実践する健康づくり教室の拡充など、市民の健康の保持

増進や生活習慣病の予防等のための諸施策に取り組んだ。

なお、基本健康診査については、受診者数、委託料などが増加し、実施経費が多額となっ

ている中、受診者負担は一部の選択項目に限られていることなどから、受益者負担や検査

項目のあり方について充分に検討を行い、着実かつ安定的な実施を図られたい。

さらに、今後とも、すべての市民が生涯にわたり心身ともに健康な生活を送ることがで

きるよう、健康づくりや地域医療に関する施策の充実に引き続き努められたい。

第６款 環 境 保 全 費
予算現額６６億２，４６３万円に対して支出済額は６２億７，０７３万円で、執行率は９４．７％で

ある。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業 予算現額 支出済額
執行率

―×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目

減量化推進費

ごみの減量化・
資源化事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

３，１１７，９８３ ２，９１６，７０２ ９３．５ ０ ０ ２０１，２８１

２項１目
じんかい処理総
務費

ごみの適正処理
事業

２，７０４，２２５ ２，７０４，２２５ １００ ０ ０ ０

主要事業において、多額の不用額を生じている事業は次のとおりである。

廃棄物・建設発生土対策事業の執行率は９１．５％で、２億２，１７１万円の不用額を生じて

いる。

これは、主として建設発生土の受入地の近距離化による運搬費の残である。

ダイオキシン類対策事業の執行率は７１．１％で、４，８４７万円の不用額を生じている。

これは、主として民間焼却施設等解体廃棄物対策事業におけるダイオキシン類等分析

調査委託料の残によるものである。

当年度は、「横浜市生活環境の保全等に関する条例」を制定し、平成１５年４月１日の施

行に向けての諸準備を行った。この条例は、これまでの先進的な公害防止対策を継承する

とともに、自動車使用に伴う環境負荷、近隣騒音などの都市生活型公害や地球温暖化対策

等の新たな対応及び行政手続の透明性・公平性や、本市施策の実効性の向上を図ることを

目的としている。

地球温暖化対策としては、平成１３年度に策定したマスタープランを受けて、市民・事業

者の取り組むべき計画として温暖化防止アクションプランの策定に着手したほか、市自ら

が取り組むべき計画として「横浜市役所地球温暖化防止実行計画」を策定し、さらに、市

の事務事業における環境負荷低減への取組である ISO１４００１認証取得の準備を行った。

また、交通環境対策としては、特に、ディーゼル車対策に重点を置き、微粒子除去装置

の装着補助等により、自動車の低公害化を促進した。

今後は、新条例の効果的な運用を図りながら、地球温暖化防止に向けた諸施策を確実に

進めるとともに、自動車公害防止対策を推進することなどにより、環境負荷低減に向け一

層努められたい。

第７款 環 境 事 業 費

予算現額５３４億５，５０１万円に対して支出済額は５２５億７，４５６万円で、執行率は９８．４％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項３目

処分地費
処 分 地 事 業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

８，３５１，１１６ ８，３５１，１１５ １００ ０ ０ ０

２項５目
じんかい工場整
備費

じんかい工場整
備事業 ３，５０４，３９２ ３，４５７，４８６ ９８．７ ０ ０ ４６，９０５

主要事業において、多額の不用額を生じている事業は、次のとおりである。

� ごみの減量化・資源化事業の執行率は９３．５％で、２億１２８万円の不用額を生じてい

る。

これは、主として資源選別施設管理運営事業における管理運営委託において、緊急修

繕及び季節変動対応分等として見込んだ委託料の残及び資源集団回収促進事業におい

て、古紙の市況価格が上昇したことにより、紙類の資源回収業者奨励金単価が低下した

ことに伴う奨励金の残によるものである。

○ なお、主要事業以外で、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている科目は、次のと

おりである。

� １項５目車両管理費については、予算現額１８億４０万円に対して支出済額は１６億

１，８７０万円で、執行率は８９．９％となっており、１億８，１６９万円の不用額を生じている。

これは、主として車両保全事業において、車両の状態に応じて整備内容を変更したこ

と等によるものである。

� ２項４目じんかい収集新システム整備費については、予算現額２億３，１６５万円に対し

て支出済額は７，３２２万円で、執行率は３１．６％となっており、３，１８６万円の明許繰越し及

び１億２，６５７万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、管路収集施設整備事業における共同溝建設工事委託において、地下埋

設物の除去及び関係機関との調整に日時を要したことによるものである。

不用額は、主として管路収集施設整備事業における共同溝建設工事委託において、道

路管理者の条件設定により、委託料算定根拠となる工法が推進工法から開削工法に変更

されたことによるものである。

平成１５年１月に策定した「横浜Ｇ��プラン」（横浜市一般廃棄物処理基本計画）は、

これまでの、焼却と埋立処分を中心とした廃棄物対策からの転換を図り、循環型社会を構
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目
産業活性化推進
費

企業誘致促進助
成等事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

５８，３７５ ５０，１４３ ８５．９ ０ ０ ８，２３１

１項３目
中小企業金融対
策費

中小企業金融対
策事業 ５５，５６６，９８４ ５１，０９９，１８１ ９２．０ ０ ０ ４，４６７，８０２

１項５目
商業・サービス
業振興費

ライブタウン整
備事業 １１５，４７０ １０１，１９６ ８７．６ ０ ０ １４，２７３

１項７目

工 業 振 興 費

横浜新技術創造
館等整備事業 ２，０３１，５８１ ２，０３１，５８１ １００ ０ ０ ０

中小企業研究開
発等助成事業 １１５，８７９ １１５，８７９ １００ ０ ０ ０

築するため、「平成２２年度におけるごみ排出量を、平成１３年度実績に対し、３０パーセント

削減する」という具体的目標を掲げ、市民・事業者・行政が協働し、その実現をめざすも

のである。

当年度は、缶・びん・ペットボトル等の分別収集や、資源集団回収の促進を図る事業等

を推進するとともに、集合住宅でも使用可能な電気式生ごみ処理機購入助成のモデル事業

を行うなど、ごみの減量化・資源化への取組を行った。また、ごみ排出量は、前年度に比

べ約２万３千トン（１．４４％）減の約１５８万６千トンとなり、９年ぶりに減少した。工場整

備では、都筑工場においてダイオキシン対策改修事業を行い、これにより、稼働中のすべ

ての工場について、新排出基準を達成した。このほか、金沢工場の余熱利用施設を整備し、

平成１５年６月にオープンした。

「横浜Ｇ��プラン」は、スタートしたところであるが、その目標達成に向け、市民や

事業者と行政が一体となって取り組む各種推進組織の設置・拡充や、分別収集の拡大によ

るごみの減量・リサイクルの推進などに、より一層努められたい。

第８款 経 済 費

予算現額６３７億２，８２０万円に対して支出済額は５８９億９，９８０万円で、執行率は９２．６％

である。

○ このうち、経済局に係る主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、多額の不用額を生じている事業は、次のとおりである。

� 中小企業金融対策等事業の執行率は９２．０％で、４４億６，７８０万円の不用額を生じてい

る。
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これは、産業開発資金融資事業において、融資事業の実施主体である財団法人横浜産

業振興公社に対して、融資原資を貸し付けることによって実施したが、公社への貸付金

の算出基礎である「長期プライムレート」の低下による貸付金の残である。

○ なお、主要事業以外で、多額の不用額を生じている事業は、次のとおりである。

� １項２目産業活性化推進費のうち横浜メディアセンター（仮称）整備支援事業につい

ては、予算現額５，２４８万円に対して支出済額２，８１２万円で、執行率は５３．６％となって

おり、２，４３６万円の不用額を生じている。

これは、整備主体の一員である財団法人横浜産業振興公社に、建設借入金の利息相当

分等を補助することによって事業を実施したが、公社が所有する予定の床面積が減った

こと及び借入利率が当初見込みを下回ったこと等による補助金の残である。

景気の長期低迷により、依然として市内中小企業を取り巻く情勢は厳しいものがある中

で、当年度は、経営安定対策としての緊急借換特別資金、事業拡大支援策としての雇用創

出支援特別資金などの中小企業融資制度枠の拡大を図るとともに、引き続き経営相談など

の支援を行った。

また、当年度には、横浜新技術創造館が完成し、産学共同研究による成果の事業化やベ

ンチャー企業等の支援拠点として、平成１５年４月に供用が開始された。

さらに、横浜経済の活性化及び高度化を図るため、ＩＴ・バイオなどの成長産業分野の

企業に対して、国内及び海外から市内開発事業拠点等への誘致促進に取り組むとともに、

情報・放送・通信・ＩＴ関連企業等の集積拠点である「横浜メディアセンター（仮称）」

整備事業に対する補助を行ったところである。

景気の先行きが不透明な中で、今後とも、横浜市内における雇用の創出及び経済の活性

化のため、市内中小企業等の経営基盤の強化支援及び新分野企業の誘致促進に、より一層

努められたい。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目
産業活性化推進
費

創業・新事業支
援等事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

２２，６２１ ２２，６２１ １００ ０ ０ ０

１項６目
観光コンベン
ション振興費

横浜観光プロ
モーション等事
業

６３８，８８８ ６１８，１２６ ９６．８ ０ ０ ２０，７６１

※ 平成１５年４月の組織機構の再編により、横浜プロモーション推進事業本部が設置され、産業活性化

推進費の一部及び観光コンベンション振興費が経済局から移管された。

予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項１目

緑 地 保 全 費

緑地保全事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１，７７９，７９４ １，７７９，７９４ １００ ０ ０ ０

緑地保存事業 ９３２，３３２ ９３２，３３２ １００ ０ ０ ０

２項３目

緑 化 推 進 費
緑化推進事業 １，２４３，５６０ １，２１８，７４１ ９８．０ ０ ０ ２４，８１８

４項１目

公 園 管 理 費

横浜国際総合競
技場等管理運営
事業

８４５，００８ ８４５，００８ １００ ０ ０ ０

４項３目

動 物 園 費
よこはま動物園
等管理運営事業 １，０４２，１１７ １，０４２，１１７ １００ ０ ０ ０

○ このうち、横浜プロモーション推進事業本部に係る主要事業の執行状況は次のとおり

である。

平成１５年４月、「横浜プロモーション推進事業本部」が設置され、創業支援や観光プロ

モーション等の事業を推進することとされているが、今後とも、創業支援の窓口を、市民

や企業にとってより分かりやすくするとともに、関係局等と連携を図りつつ、より一層効

果的な事業の推進に努められたい。

第９款 緑 政 費

予算現額４３４億１，５８１万円に対して支出済額は４２９億４，９４７万円で、執行率は９８．９％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

公園整備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

２１，７１９，３７７ ２１，７０４，５５９ ９９．９ ０ １４，８１７ ０

４項４目

公 園 整 備 費
新横浜公園整備
事業 １，９６５，５３６ １，７４１，２０３ ８８．６ ０ ２２４，３３２ ０

横浜動物の森公
園整備事業 ２，３７３，８１９ ２，３７３，８１９ １００ ０ ０ ０

主要事業において、翌年度繰越額を生じている事業は次のとおりである。

� 公園整備事業の執行率は９９．９％で、１，４８２万円の事故繰越しを生じている。

これは、瀬谷本郷公園整備事業における防球フェンス整備工事において、大型車両に

よる材料搬入の地元調整に予想外の日時を要したことによるものである。

� 新横浜公園整備事業の執行率は８８．６％で、２億２，４３３万円の事故繰越しを生じてい

る。

これは、主として小机競技場周辺園地整備工事において、施工区域が重なる国土交通

省の遊水地事業における基盤整備工事が遅れたことによるものである。

○ なお、主要事業以外で、翌年度繰越額を生じている科目は次のとおりである。

� ３項３目農業振興費については、予算現額４億４，２８３万円に対して支出済額は４億

８４０万円となっており、２，２２７万円の事故繰越しを生じている。

これは、舞岡土地改良区の農道舗装工事、中田土地改良区の農道整備工事、舞岡農業

専用地区のほ場整備工事において、工事請負業者が倒産し、工事が遅延したため、補助

金の執行を一部繰り越したことによる。

当年度は、公園整備事業において、根岸なつかし公園ほか３７公園の新設整備等を行い、

これにより、都市公園の公開面積は３２．６ha 増加し、１，５７３ha となった。

緑地保存事業については、市民の森の追加指定があったものの、緑地保存地区において

所有者との契約更新ができなかったことから、指定面積が３．１ha 減少している。緑地保

全事業については、新規指定が行われたことにより４．９ha 増加したが、中期政策プラン

に対する進ちょく状況はそれぞれマイナスあるいは低率となっている。

また、将来の本市の緑のあり方を示した「緑の基本計画」では、平成２２年度に市域面積
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目

企 画 費
みなとみらい２１
線建設促進事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１６，９５１，３９７ １５，９７４，６５８ ９４．２ ０ ０ ９７６，７３８

２項１目

市街地開発事業

費

横浜駅整備事業 ７，００８，０４５ ４，９９３，５３０ ７１．３ ２，００４，０００ ０ １０，５１４

組合施行等市街
地再開発事業 ３，４２３，９００ ２，８２３，５２９ ８２．５ ５１２，３７１ ０ ８８，０００

２項２目
北仲通地区再整
備事業費

北仲通地区再整
備事業 ２，０１０，２３８ ２，０１０，２３８ １００ ０ ０ ０

２項４目
みなとみらい２１
事業費

みなとみらい２１
事業 ８７７，６９１ ８６５，１７４ ９８．６ ０ ０ １２，５１６

の２０％を、公園や緑地などの緑のオープンスペースとして確保することを目標としている

が、当年度末の実績は１４．７％であり、過去４年間の実績からすると目標達成は非常に厳

しい状況にあると思われる。今後、新たな事業手法の検討など抜本的な見直しを行い、緑

のオープンスペースの確保に努められたい。

なお、よこはま動物園については、当年度の入園者数は約１０７万人で、前年度に比べ約

２０万人減少しており、開園以来入園者数の減少が続いているので、より効果的な PR を

行うことなどにより、入園者数の増加を図られたい。

第１０款 都 市 計 画 費

予算現額３６２億３，１８９万円に対して支出済額は３１６億８，２５６万円で、執行率は８７．４％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている事業は次のとおりであ

る。

� みなとみらい２１線建設促進事業の執行率は９４．２％で、９億７，６７４万円の不用額を生じ

ている。

これは、みなとみらい２１線建設費補助金及び横浜高速鉄道株式会社助成費が減額した

ことによる補助金の残である。

� 横浜駅整備事業の執行率は７１．３％で、２０億４００万円の明許繰越し及び１，０５１万円の

不用額を生じている。
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明許繰越しは、主として南北連絡通路の整備工事において、国の認証増に伴って平成

１５年度予定の事業を前倒し計上したが、年度内執行が困難であったため、負担金の一部

を繰り越したことによるものである。

不用額は、北部自由通路の仮設工事において、構造変更等により工事費の縮減が図れ

たことによる工事費の残である。

� 組合施行等市街地再開発事業の執行率は８２．５％で、５億１，２３７万円の明許繰越しを生

じている。

これは、上大岡 B 地区において、主として国庫補助金の追加認証により予算の補正

を行ったが、年度内の執行が困難であったため、施行者への補助金の一部を繰り越した

ことによるものである。

○ なお、主要事業以外で、翌年度繰越額又は多額の不用額を生じている事業は、次のと

おりである。

� １項２目企画費のうち鉄道駅総合改善事業については、予算現額６億５，８００万円に対

して支出済額は１億８，０００万円で、執行率は２７．４％となっており、４億７，８００万円の明

許繰越しを生じている。

これは、京浜急行横浜駅で駅設備の設計作業が遅延したことにより、年度内の執行が

困難であったため、補助金の一部を繰り越したことによるものである。

� １項２目企画費のうち大船駅機能強化事業については、予算現額１，０００万円に対して

支出はなく、１，０００万円の明許繰越しを生じている。

これは、関係機関との協議に日時を要したことにより、年度内執行が困難であったた

め、委託費を繰り越したことによるものである。

� ２項１目市街地開発事業費のうち横浜駅周辺地区整備促進事業については、予算現額

２億６，９９０万円に対して支出済額は１億１，８８７万円で、執行率は４４．０％となっており、

１億５，１０３万円の不用額を生じている。

これは、主として横浜駅西口駅前広場エレベーター等設置事業において、補償対象者

との協議が不調になったことによる補償費の残である。

� ２項１目市街地開発事業費のうち小規模区画整理事業については、予算現額７億

２，８００万円に対して支出済額は５億８，７００万円で、執行率は８０．６％となっており、１億

４，１００万円の明許繰越しを生じている。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項２目

道 路 整 備 費
道路整備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

９，７５０，９７０ ９，７４５，９７０ ９９．９ ５，０００ ０ ０

２項３目
駅まで１５分道路
整備費

駅まで１５分道路
整備事業 １０，０８９，７６３ ９，２４５，８０３ ９１．６ ７４４，４９６ ９９，４６４ ０

２項４目

道路交通対策費
道路交通対策事
業 １，５２０，１９２ １，５２０，１９２ １００ ０ ０ ０

２項５目

橋りょう整備費
橋りょう整備事
業 １，８７０，９５８ １，７４８，３０５ ９３．４ １２２，６５３ ０ ０

２項６目

踏切道改良費
踏切道改良事業 ３６８，３０５ ２０２，１０５ ５４．９ １６６，２００ ０ ０

２項７目

土 木 防 災 費
土木防災事業 ７２６，９６３ ６６４，１３７ ９１．４ ６２，８２６ ０ ０

これは、主として片倉町北部地区において、整地工事をしたところ、予想以上の地盤

沈下があり、その調査検討に日時を要したことにより、年度内の執行が困難であったた

め、補助金の一部を繰り越したことによるものである。

みなとみらい２１地区では、土地利用の一層の促進を図るため、当年度に地区計画の見直

しを行った。また、新港地区及び旧高島ヤード地区においては、平成１４年度から１５年度に

かけて開発事業者の募集を行っている。隣接する北仲通南地区においては、市街地再開発

事業が施行され、平成１５年２月に第一工区が完成した。上大岡や鶴ケ峰などの副都心部等

においては、市街地再開発事業を行う事業主体に対する補助金交付など事業化の促進に努

めた。

平成１６年２月には、横浜駅と元町・中華街駅間を結ぶ「みなとみらい線」が開業し、そ

れに合わせて、横浜駅の北部・南部の自由通路及び南北連絡通路が供用を開始する。同線

の開業により、沿線地区の交通利便性が向上するとともに、街の活性化が期待される。

みなとみらい２１地区においては、街区開発が進行中であるが、「みなとみらい線」の開

業を契機に事業のより一層の推進が求められる。今後も、活力ある都心部、副都心部等を

形成するため、まちづくりを進め、市域のバランスある発展に努められたい。

第１１款 道 路 費

予算現額９７７億９，４１８万円に対して支出済額は８８０億９，２８５万円で、執行率は９０．１％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項８目

道路特別整備費
道路特別整備事
業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

９，９２７，０１６ ７，７５３，０２０ ７８．１ ２，０８６，７０９ ８，５１２ ７８，７７４

３項１目

街 路 整 備 費
街路整備事業 ４２，０８１，３２９ ３５，８１１，０４６ ８５．１ ６，１８８，８７２ ０ ８１，４１０

３項２目
高速道路関連街
路等整備費

高速道路関連街
路等整備事業 ２７９，５２１ ２７９，５１３ １００．０ ０ ０ ７

３項３目

高速道路整備費
高速道路整備事
業 ７１８，５００ ７１８，５００ １００ ０ ０ ０

主要事業において、翌年度繰越額を生じている事業は次のとおりである。

� 道路整備事業の執行率は９９．９％で、５００万円の明許繰越しを生じている。

これは、市道名瀬第３８７号線（泉区岡津町）において、補償対象者との交渉に日時を

要したことによるものである。

� 駅まで１５分道路整備事業の執行率は９１．６％で、７億４，４５０万円の明許繰越し及び

９，９４６万円の事故繰越しを生じている。

明許繰越しについては、市道上白根第８４号線（白根四丁目地区）など３０か所において、

一部地権者の物件移転に日時を要したこと等によるものである。

事故繰越しについては、野毛山通りなど２か所の物件移転補償において、移転先の工

事施工中、当初予想していなかった大量のコンクリート殻の撤去が必要となり、また、

基礎の設計の見直しを行ったこと等によるものである。

� 橋りょう整備事業の執行率は９３．４％で、１億２，２６５万円の明許繰越しを生じている。

これは、柳町人道橋など８橋において、関係機関との調整に日時を要したこと等によ

るものである。

� 踏切道改良事業の執行率は５４．９％で、１億６，６２０万円の明許繰越しを生じている。

これは、環状４号線（瀬谷駅付近）立体交差事業において、地元との調整に日時を要

したことによるものである。

� 土木防災事業の執行率は９１．４％で、６，２８３万円の明許繰越しを生じている。

これは、白幡跨線人道橋など２橋及び代官隧道など２か所において、関係機関との調
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整に日時を要したこと等によるものである。

� 道路特別整備事業の執行率は７８．１％で、２０億８，６７１万円の明許繰越し及び８５１万円

の事故繰越しを生じている。

明許繰越しについては、国道１号など２４路線において、関係機関との調整に日時を要

したこと等によるものである。

事故繰越しについては、鶴屋町歩道橋改良事業において、物件の移転先の工事に不測

の日時を要したことによるものである。

 街路整備事業の執行率は８５．１％で、６１億８，８８７万円の明許繰越しを生じている。

これは、環状２号線など３０路線において、関係機関との調整に日時を要したこと等に

よるものである。

当年度は、３環状１０放射道路を中心とした幹線道路の整備、特に、事業着手後１０年以上

経過、用地買収９０％以上の路線を「完了期間宣言路線」として公表し、重点的に整備を

行っている。また、駅まで１５分道路整備事業についても、補助事業を導入するなど整備促

進に努めているが、これらの事業は多額の繰越しが生じている。

また、用地取得にかなりの期間を要することなどから、中期政策プランの平成１４年度の

進ちょく状況は低いものとなっている。

道路費の予算が減少傾向にある中で、道路建設事業団が保有する道路資産の取得を併せ

て行っていく必要があり、幹線道路建設等の今後の事業費確保が厳しい状況となっている。

ついては、中期政策プランの整備目標達成のために、今後とも関係者等との調整を密に

行うとともに、国庫補助金等の財源確保に努め、優先度や緊急性を考慮した効率的かつ効

果的な事業執行を図られたい。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項２目

水 路 整 備 費

排水路整備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

３３９，１１０ ３３８，０００ ９９．７ ０ ０ １，１１０

水路維持管理事
業 ３２８，３６８ ３２８，３６８ １００ ０ ０ ０

都市基盤河川改
修事業 １３，５９１，１６３ １１，２２６，１９６ ８２．６ ２，３６２，１５０ ０ ２，８１６

１項３目

河 川 改 修 費
準用河川改修事
業 ３０５，９５３ ３０５，９５３ １００ ０ ０ ０

流域貯留浸透事
業 ５１５，７３８ ４８７，０８８ ９４．４ ２８，６５０ ０ ０

第１２款 河 川 費

予算現額１６２億２，６１０万円に対して支出済額は１３７億６，８１２万円で、執行率は８４．９％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、翌年度繰越額を生じている事業は次のとおりである。

� 都市基盤河川改修事業の執行率は８２．６％で、２３億６，２１５万円の明許繰越しを生じて

いる。

これは、宇田川など１１河川の河川改修工事等において、主として民地との境界確認、

騒音・振動対策等について、地元との調整に日時を要したことによるものである。

� 流域貯留浸透事業の執行率は９４．４％で、２，８６５万円の明許繰越しを生じている。

これは、白山遊水池改良工事において、工事用車両進入路の路線決定に日時を要した

ことによるものである。

○ なお、主要事業以外で、多額の不用額を生じている事業は、次のとおりである。

� １項２目水路整備費のうち親水水路整備事業については、予算現額６，２０２万円に対し

て支出済額は１４６万円で、執行率は２．４％となっており、６，０５６万円の不用額を生じて

いる。

これは、市単独事業としていた今井川せせらぎ緑道整備事業を、新たに創設された都

市水環境整備下水道事業（国庫補助）の採択を受け、下水道事業で実施したことによる

ものである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項７目

港 湾 振 興 費
港湾振興事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

６９８，６９９ ６８４，１６２ ９７．９ ０ ０ １４，５３６

２項１目

ふ 頭 整 備 費
瑞穂ふ頭整備事
業 ５４０，０００ ５４０，０００ １００ ０ ０ ０

２項２目
本牧ふ頭整備費

本牧ふ頭整備事
業 ６，４９８，５４１ ５，０９２，０９１ ７８．４ １，３８８，０００ ０ １８，４５０

２項４目
南本牧ふ頭建設
費

南本牧ふ頭建設
事業 ２，７９６，４５２ ２，５４２，９２９ ９０．９ １７２，９４２ ０ ８０，５８０

２項６目
大さん橋地区再
整備事業費

大さん橋地区再
整備事業 ３，７５４，１３８ ３，７４０，１３８ ９９．６ ０ ０ １４，０００

２項７目
臨港幹線道路整
備費

臨港幹線道路整
備事業 １，９５９，５３９ １，１２７，９５０ ５７．６ ８３１，５８９ ０ ０

当年度は、都市基盤河川及び準用河川の２７河川について、概ね時間降雨量５０mm に対

応するため、引き続き、今井川地下調節池や鳥山川遊水地の整備を行うとともに、護岸改

修を推進し、１，８３８m の護岸が完成した。しかし、繰越額が多額となっていることから、

今後とも関係者等との調整を密に行い、計画的かつ着実な執行に努められたい。

近年、短時間の局地的な豪雨による都市型水害が多く発生しており、河川対策のみでは、

早急に治水安全度を向上させることは難しい状況である。このため、下水道対策及び流域

対策と連携した総合的な治水対策が一層重要となっている。今後とも、護岸改修を推進す

るとともに、雨水貯留浸透施設等の整備を進め、災害に強い安全な街づくりに一層努めら

れたい。

第１３款 港 湾 費

予算現額３０１億９，４６８万円に対して支出済額は２６３億９，６０１万円で、執行率は８７．４％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

主要事業において、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている事業は次のとおりであ

る。

� 本牧ふ頭整備事業の執行率は７８．４％で、１３億８，８００万円の明許繰越し及び１，８４５万

円の不用額を生じている。

明許繰越しは、ふ頭用地造成事業（BC 突堤間）において、設計条件の変更によりター
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ミナルレイアウト策定に日時を要し、ヤード整備工事の着手が遅れたこと及び A 突堤

基部ふ頭用地造成事業において、国及び権利者との補償調整に日時を要したことにより、

工事請負費の一部を繰り越したものである。

不用額は、ふ頭用地造成事業における、本牧ふ頭整備工事等の工事請負費の入札残で

ある。

� 南本牧ふ頭建設事業の執行率は９０．９％で、１億７，２９４万円の明許繰越しを生じてい

る。

これは、ふ頭用地造成事業において、先行する工事が遅れ、工程に変更が生じたこと

により、幹線道路舗装工事費の一部を繰り越したもの及び本牧陸橋改良工事において、

関係者との調整に日時を要したことにより、道路整備費の一部を繰り越したものである。

� 臨港幹線道路整備事業の執行率は５７．６％で、８億３，１５９万円の明許繰越しを生じてい

る。

これは、臨港幹線道路整備事業において、関係者との調整に日時を要し、工程に変更

が生じたことにより、工事請負費等の一部を繰り越したものである。

○ なお、主要事業以外で、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている科目（事業）は、

次のとおりである。

� １項２目港湾運営費については、予算現額１１億５，１６８万円に対して支出済額は９億

７，７５２万円で、執行率は８４．９％となっており、１億７，４１６万円の不用額を生じている。

これは、横浜港港湾情報システム等委託契約における入札残である。

� ２項１目ふ頭整備費のうち大黒・本牧地区内ふ頭及び道路改良事業については、予算

現額２億５，８５７万円に対して支出済額は１億８５７万円で、執行率は４２．０％となってお

り、１億５，０００万円の明許繰越しを生じている。

これは、大黒・本牧地区内ふ頭において、関係権利者との移転交渉に日時を要したこ

とにより、移転補償費を繰り越したものである。

� ２項１０目港湾整備費負担金については、予算現額５０億１，１６７万円に対して支出済額

は４１億５，３７６万円で、執行率は８２．９％となっており、８億５，７９１万円の明許繰越しを

生じている。

これは、国直轄港湾整備事業が繰り越されたことにより、港湾管理者負担金の一部を

繰り越したものである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

狭あい道路拡幅
整備事業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

７８３，６３７ ７８３，６３７ １００ ０ ０ ０

木造住宅耐震診
断士派遣事業 ５２，４７０ ５２，４７０ １００ ０ ０ ０

１項１目

建築行政総務費

木造住宅耐震改
修促進事業 ４５１，１１０ ４１６，８２３ ９２．４ ０ ０ ３４，２８６

マンション耐震
診断支援事業

（４５，０００）
２７，２２６ ２１，３７８

（４７．５）
７８．５ ０ ０ ５，８４８

マンション耐震
改修促進事業

（４０，０００）
３９，６００ ０

（０）
０ ０ ０ ３９，６００

がけ地防災等対
策事業 ６７２，７２８ ６７２，７２８ １００ ０ ０ ０

１項３目
横浜市建築助成
公社助成費

横浜市建築助成
公社助成事業 ２８３，４１８ ２８３，４１８ １００ ０ ０ ０

１項４目
横浜市住宅供給
公社助成費

横浜市住宅供給
公社助成事業 ２，３０９，４２６ ２，３０９，４２５ １００．０ ０ ０ ０

１項５目
横浜市建築保全
公社助成費

横浜市建築保全
公社助成事業 ３５５，７９１ ３５５，７９１ １００ ０ ０ ０

当年度は、港湾のトータルコストの低減化や手続の簡素化・迅速化などを図るため、関

係行政機関と民間事業者団体が連携して「横浜ハブポートプログラム」を策定し、横浜港

港湾情報システムの構築やコンテナターミナルの３６４日・２４時間オープンへの取組などを

強化した。また、国の「スーパー中枢港湾」の指定を受けるための取組を進めた。

施設整備では、大さん橋国際客船ターミナルが完成し、供用開始されたほか、本牧ふ頭

においてコンテナ船の大型化に対応するため、引き続き大水深・高規格コンテナターミナ

ルの整備を進めるとともに、山内～瑞穂地区などにおいて、臨港幹線道路の整備を行った。

一方、取扱貨物量及び港湾使用料収入の実績をみると、取扱貨物量は、当年度わずかに

増加しているが、港湾使用料収入はここ数年減少傾向となっている。関係行政機関や民間

事業者団体などと連携し、効果的な施策を推進することにより、船舶・貨物の誘致や港湾

使用料の増収を図るなど、横浜港の活性化に努められたい。

第１４款 建 築 費

予算現額３３４億４，１７８万円に対して支出済額は３２７億４，２８３万円で、執行率は９７．９％

である。

○ このうち主要事業の執行状況は次のとおりである。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

２項３目
公営住宅整備費

公営住宅整備事
業

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１１，６４８，１４０ １１，６４８，１４０ １００ ０ ０ ０

２項４目

優良賃貸住宅事

業費

ヨコハマ・りぶ
いん事業 ５，４５６，３９７ ４，９１１，０２４ ９０．０ ０ ０ ５４５，３７２

高齢者向け優良
賃貸住宅事業 １５３，１１８ １２３，５０７ ８０．７ ０ ０ ２９，６１０

２項５目

改良住宅建設費

新山下二丁目住
宅地区改良事業 ５１０，３９４ ５１０，３９４ １００ ０ ０ ０

生麦五丁目住宅
地区改良事業 ４０３，８３７ ４０３，８３７ １００ ０ ０ ０

注 （ ）内は、当初予算額及び当初予算額に対する比率

主要事業において、当初予算に対する支出済額の比率が低い事業及び多額の不用額が生

じている事業は次のとおりである。

� マンション耐震診断支援事業は、支出済額が２，１３８万円となっているが、当初予算額

４，５００万円に対する比率は、４７．５％となっている。

これは、予備診断及び本診断の実績が、それぞれ予算の見込みを下回ったことによる

ものである。

� マンション耐震改修促進事業は、当初予算額４，０００万円に対し、支出済額が０円と

なっている。

これは、マンション管理組合の合意形成が整わず、耐震改修工事に対する助成の実績

がなかったことによるものである。

� ヨコハマ・りぶいん事業の執行率は９０．０％で、５億４，５３７万円の不用額を生じている。

これは、主として建設戸数が予算の見込みを下回ったことによる共同施設等整備費助

成に係る補助金の残である。

当年度は、公営住宅整備事業として、新設・建替え、民間住宅の借上げによる住宅供給

を進めるとともに、優良賃貸住宅整備事業において、高齢者向け優良賃貸住宅整備が進め

られたが、中期政策プランに対し、初年度としての進ちょく率は低い状況となっている。

このため、「公的住宅供給等のあり方検討委員会」の報告を踏まえ、供給量を拡大し、積

極的に推進するよう努められたい。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項１目

消 防 総 務 費

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

１項３目

警 防 活 動 費
救急体制整備事
業 ２２３，４９８ ２２３，３０７ ９９．９ ０ ０ １９１

１項５目

消 防 研 修 費

１項２目

予 防 活 動 費
予防体制整備事
業 ２２６，４８８ ２２５，７３１ ９９．７ ０ ０ ７５６

消防庁舎建設事
業 ４９３，１２０ ４９３，１２０ １００ ０ ０ ０

１項７目

消 防 施 設 費
消防車両購入事
業 ７２４，２３２ ７２４，２３２ １００ ０ ０ ０

消防通信指令シ
ステム整備事業 ２，３４４，６９８ ２，３４４，０６３ １００．０ ０ ０ ６３５

木造住宅耐震診断士派遣事業及び耐震改修促進事業については、対象住宅戸数に対して

利用率が低い状況にあり、また、マンション耐震改修促進事業については、平成１３年度の

制度開始以来、改修工事費補助の実績がない状況である。市民の安全を確保するためには、

住宅の耐震性を向上させることは不可欠であるので、市民が利用しやすい事業内容や執行

方法等事業全般にわたり、見直しを検討されたい。

第１５款 消 防 費

予算現額３９６億５，３６０万円に対して支出済額は３９４億７，６８３万円で、執行率は９９．６％

である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

当年度は、消防隊・救急隊の効果的な運用などを目的として、消防通信指令システムの

整備を進めるとともに、庁舎の建替、消防車両の更新、救急隊員の育成など消防・救急体

制の充実を図った。

また、歌舞伎町でのビル火災や韓国での地下鉄火災の発生などを契機に、風俗営業施設

などが入居したビルや鉄道駅舎などへの査察・指導を強化した。

今後とも、市民生活の安全のため、消防、救急体制の一層の充実に努めるとともに、効

率性の視点から消防隊、救急隊の部隊編成や運用などについて引き続き検討を進められた

い。
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予 算 科 目 主 要 事 業
予算現額

�
支出済額

�

執行率
�
―�×１００

繰越明許費

繰 越 額

事故繰越し

繰 越 額
不 用 額

１項３目

教育指導振興費

千円 千円 ％ 千円 千円 千円

２項２目

教 育 振 興 費
情報教育推進事
業 ８７２，１９４ ８７２，１９４ １００ ０ ０ ０

３項２目

教 育 振 興 費

１項３目

教育指導振興費
スクールカウン
セラー活用事業 ２５１，８４１ ２５１，８４１ １００ ０ ０ ０

１項６目

教 育 相 談 費
教育相談事業 ５１９，４０１ ５１９，４０１ １００ ０ ０ ０

２項２目

教 育 振 興 費

３項２目

教 育 振 興 費 学校の特色づく
り推進事業 １，７３６，２１５ １，７３６，２１５ １００ ０ ０ ０

４項２目

教 育 振 興 費

５項２目

教 育 振 興 費

８項１目

学 校 用 地 費
用地取得・校地
整備事業 ２，１２２，８５９ ２，１２２，８５９ １００ ０ ０ ０

８項２目
小・中学校整備
費

小・中学校整備
事業 １４，９６６，５３７ １３，４６６，９８６ ９０．０ ４７２，７２０ １８，０１１ １，００８，８１９

８項３目

高等学校整備費
高等学校整備事
業 ２０４，４６９ １３９，５２５ ６８．２ ０ ０ ６４，９４３

８項４目
特殊教育施設整
備費

日野養護学校移
転整備事業 ３，３００，９６１ ３，２８０，５２９ ９９．４ ０ ０ ２０，４３１

８項５目

学校特別営繕費
学校特別営繕事
業 １４，６５０，５００ １４，２４４，９５３ ９７．２ ０ ０ ４０５，５４６

８項７目
文化財施設建設
費

都市発展記念館
（仮称）・江上
コレクション展
示施設整備事業

７９５，８７９ ７７７，９９５ ９７．８ ０ ０ １７，８８３

第１６款 教 育 費

予算現額１，１２７億６，０２１万円に対して支出済額は１，０９３億９，４１７万円で、執行率は

９７．０％である。

○ このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。
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主要事業において、翌年度繰越額及び多額の不用額を生じている事業は次のとおりであ

る。

� 小・中学校整備事業の執行率は９０．０％で、４億７，２７２万円の明許繰越し及び１，８０１万

円の事故繰越し並びに１０億８８２万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、上星川小学校ほか４校において、耐震補強工事について国庫補助金が

追加認証されたが、年度内の執行が困難であったため、工事費の一部を繰り越したこと

によるものである。

事故繰越しは、立野小学校の校舎の解体工事について工法変更により工期に変更を生

じたため、工事費の一部を繰り越したことによるものである。

不用額は、山下小学校第二方面校ほか４校の校舎建築工事等の入札残が生じたことに

よる工事請負費の残及び杉田小学校仮設校舎賃貸借契約の入札残による賃借料の残であ

る。

� 高等学校整備事業の執行率は６８．２％で、６，４９４万円の不用額を生じている。

これは、科学技術高等学校（仮称）において、設計内容の見直しに日時を要し、年度

内執行が困難であったため、実施設計業務に執行残を生じたことによる委託料の残であ

る。

○ なお、主要事業以外で、多額の不用額を生じている科目は、次のとおりである。

� ５項１目学校管理費については、予算現額１０億７，９３９万円に対して支出済額は８億

６，２８８万円で、執行率は７９．９％となっており、２億１，６５２万円の不用額を生じている。

これは、主としてスクールバス運行委託契約について、新規契約分をこれまでの随意

契約から入札に変更したことに伴い入札残が生じたことなどによる委託料の残である。

当年度は、歴史的な建造物である旧横浜市外電話局を活用した横浜都市発展記念館・横

浜ユーラシア文化館が平成１５年３月にオープンした。

学校施設の整備では、障害のある児童生徒が学びやすい環境づくりを進めるため、平成

１５年９月の開校に向けて、日野養護学校の移転整備を行うとともに、先端的な科学技術の

発展を支える人材育成などを目的として、鶴見工業高等学校を改編整備する科学技術高等

学校（仮称）の実施設計に着手した。

学校教育においては、教育用コンピュータの整備や教員の情報機器活用能力の向上を進

めるなど情報教育を推進した。いじめや不登校などの問題に対しては、スクールカウンセ

ラーを全中学校に派遣するなど相談体制の充実を図った。
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今後とも、各学校が、地域の特性や創意工夫を生かした教育活動を一層進めるとともに、

保護者や地域に対して学校情報を積極的に提供するなど、「地域に開かれた学校づくり」の

推進に努められたい。
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第１７款 公 債 費

予算現額１，７７６億７，２８７万円に対して支出済額は１，７７４億４，４８４万円で、執行率は

９９．９％である。

第１８款 諸 支 出 金

予算現額２，１７７億３，１５８万円に対して支出済額は２，０９９億３，２０１万円で、執行率は

９６．４％であり、下水道事業会計、国民健康保険事業費会計等１９会計に繰り出している。

� １項１１目市街地開発事業費会計繰出金については、予算現額１２７億６，４４８万円に対し

て支出済額は６４億４，３３４万円で、執行率は５０．５％となっており、４４億９，０７３万円の明

許繰越し、１５億３，６２０万円の事故繰越し及び２億９，４２１万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、主として、市街地開発事業費会計における戸塚駅西口第１地区市街地

再開発事業において、転出予定権利者との補償交渉に不測の日時を要し、年度内の執行

が困難であったため、対象事業費の一部を繰り越したこと等によるものである。

事故繰越しは、市街地開発事業費会計における戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業

において、土地売買契約締結後、移転先である代替地の造成工事等に不測の日時を要し、

年度内の執行が困難であったため、対象事業費の一部を繰り越したことによるものであ

る。

不用額は、市街地開発事業費会計において、主として都市整備基金費、新横浜長島地

区土地区画整理事業及び戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業における対象事業費の減

額による繰出金の残である。

なお、最近２か年度における特別会計繰出金等の決算状況は次ページのとおりである。
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繰 出 金 及 び 貸 付 金 決 算 比 較 表

目 別
平 成 １４ 年 度 平 成 １３ 年 度

支 出 済 額 構成比率 前年度に
対する比率 支 出 済 額 構成比率 前年度に

対する比率

繰

出

金

１ 国 民 健 康 保 険
事業費会計繰出金

円 ％ ％ 円 ％ ％

２９，９４１，５６６，０００ １４．３ １１０．８ ２７，０２９，０５２，０００ １２．７ １１０．１

２ 老 人 保 健 医 療
事業費会計繰出金 １０，１１８，３１１，７１５ ４．８ ９４．８ １０，６６９，３７３，０００ ５．０ １０４．８

３ 介護保険事業費会 計 繰 出 金 １３，８６６，３５７，０００ ６．６ １１４．８ １２，０７５，８５６，０００ ５．７ ７９．８

４ 横浜市立大学費会 計 繰 出 金 ２３，６４７，３２７，４９６ １１．３ ９７．５ ２４，２６１，１５９，０００ １１．４ ８８．５

５ 中央卸売市場費会 計 繰 出 金 ２，４４４，５２７，０００ １．２ ９７．２ ２，５１５，２４０，０００ １．２ １００．７

６ 中 央 と 畜 場 費
会 計 繰 出 金 ２，５７５，６９０，０００ １．２ １０７．４ ２，３９９，１０６，０００ １．１ １０３．８

７ 母子寡婦福祉資金会 計 繰 出 金 １６１，１９６，６７５ ０．１ １１３．２ １４２，４２４，４４７ ０．１ １１３．６

８ 交 通 災 害 共 済
事業費会計繰出金 ４１，９６８，８００ ０．０ １０４．１ ４０，３２９，０００ ０．０ １０６．７

９ 勤労者福祉共済事業費会計繰出金 ８３，５４０，７４４ ０．０ ９５．７ ８７，３０１，０２７ ０．０ １００．３

１０公害被害者救済事業費会計繰出金 １４，５１４，８２２ ０．０ １２６．６ １１，４６７，０５４ ０．０ ９５．６

１１市街地開発事業費会 計 繰 出 金 ６，４４３，３３６，８７４ ３．１ １２１．５ ５，３０４，４４９，９２３ ２．５ ７６．２

１２自 動 車 駐 車 場
事業費会計繰出金 ７３７，９３０，０００ ０．４ ３３．０ ２，２３４，６２０，７１１ １．０ ９６．３

１３公共事業用地費会 計 繰 出 金 ５，５０１，８６１，６９０ ２．６ １０１．９ ５，４０１，１７０，１６４ ２．５ １０７．４

１４病 院 事 業 会 計
繰 出 金 ８，９２１，２４５，１４４ ４．２ １２４．７ ７，１５２，６５６，２７７ ３．４ １１９．４

１５下水道事業会計繰 出 金 ７４，９１３，５０９，０００ ３５．７ １００．９ ７４，２１６，５３５，０００ ３４．８ ９９．３

１６埋 立 事 業 会 計
繰 出 金 ２２６，７０９，２７０ ０．１ ７９．７ ２８４，４７０，５５０ ０．１ １２８．９

１７水 道 事 業 会 計
繰 出 金 ４，３５２，８３２，２５１ ２．１ １０３．３ ４，２１４，７８５，２２７ ２．０ ９６．７

１８自動車事業会計繰 出 金 １２，９０６，５７３，２９８ ６．１ ９４．８ １３，６１５，９４９，６３４ ６．４ １１２．１

１９高速鉄道事業会計繰 出 金 １３，０３３，０１０，７８９ ６．２ ６０．５ ２１，５３４，２２９，３３６ １０．１ １５２．９

農業共済事業費
会 計 繰 出 金 － － － ６２，９８３，７８７ ０．０ ９６．９

小 計 ２０９，９３２，００８，５６８ １００ ９８．４ ２１３，２５３，１５８，１３７ １００ １０２．４

貸
付
金

病 院 事 業 会 計
貸 付 金 － － － １，３９６，０４１，０００ － ８１．１

小 計 － － － １，３９６，０４１，０００ － ８１．１

合 計 ２０９，９３２，００８，５６８ － ９７．８ ２１４，６４９，１９９，１３７ － １０２．２

（

（

）

）
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表７ 一 般 会 計 歳 入 歳 出

局（事業本部、室）別
歳 入

予 算 現 額 収 入 済 額 構成比率 執 行 率

円 円 ％ ％

１ 都 市 経 営 局 ４３，１８６，０００ １０，３９６，０２０ ０．０ ２４．１

２ 総 務 局 ２，０１３，８２５，０００ １，８８８，２９９，７３８ ０．１ ９３．８

３ 財 政 局 ９５０，１９５，６６５，１８８ ９４７，６５９，７７７，５４０ ７０．８ ９９．７

４ 市 民 局 ５，５２９，９４３，０００ ５，２９７，５９７，１７７ ０．４ ９５．８

５ 福 祉 局 １２７，４５３，２６４，０００ １２２，４６４，０７８，２２８ ９．２ ９６．１

６ 子育て支援事業本部 １，０８９，０５３，０００ ７２９，４１３，６０５ ０．１ ６７．０

７ 衛 生 局 １０，１５５，５０６，０００ ９，８７０，５２５，８３１ ０．７ ９７．２

８ 環 境 保 全 局 ２，８７６，７５９，０００ ２，８２２，７７０，７１１ ０．２ ９８．１

９ 環 境 事 業 局 １７，４５７，６０１，０００ １５，４７８，１１７，１３２ １．２ ８８．７

１０ 経 済 局 ５５，３６７，６７４，０００ ５１，１９３，０４１，２１７ ３．８ ９２．５

１１ 横浜プロモーション
推 進 事 業 本 部 ２５８，３４２，０００ ２５０，０７３，６２４ ０．０ ９６．８

１２ 緑 政 局 １６，２１５，６７０，０００ １５，５８８，１８８，９０５ １．２ ９６．１

１３ 都 市 計 画 局 ２４，７０４，２８８，０００ １８，９６９，５２９，８７９ １．４ ７６．８

１４ 道 路 局 ４９，９６９，３８６，９５０ ４４，７１９，０９２，７０６ ３．３ ８９．５

１５ 下 水 道 局 １３，３７６，９３２，０００ １１，７５１，２７５，５６０ ０．９ ８７．８

１６ 港 湾 局 ３７，８４４，３８６，０００ ３２，５００，７５９，６６７ ２．４ ８５．９

１７ 建 築 局 ３５，９５６，５３７，０００ ３４，３３６，６６５，２０３ ２．６ ９５．５

１８ 市 立 大 学 事 務 局 ０ ０ ０ －

１９ 消 防 局 ３，８０９，５１４，０００ ３，７４６，６０６，５３４ ０．３ ９８．３

２０ 収 入 役 室 １２１，８１４，０００ １０４，７５０，５６５ ０．０ ８６．０

２１ 教育委員会事務局 １９，８２１，１２２，０００ １８，３２４，６９８，０５９ １．４ ９２．５

２２ 選挙管理委員会事務局 ４７２，９７６，０００ ３８３，３４２，４７９ ０．０ ８１．０

２３ 人事委員会事務局 ０ ０ ０ －

２４ 監 査 事 務 局 １８６，０００ １８７，１４２ ０．０ １００．６

２５ 市 会 事 務 局 ４，３１１，０００ ３，８６２，６９２ ０．０ ８９．６

合 計 １，３７４，７３７，９４１，１３８ １，３３８，０９３，０５０，２１４ １００ ９７．３

第１９款 予 備 費

当初予算額１０億円に対して他の費目に充用した額は８億９０３万円であり、第２款総務

費に７，０１７万円、第３款市民費に１，１９８万円、第４款福祉費に１億１，１９０万円及び第１６款

教育費に６億１，４９８万円充用されている。
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決 算 局 別 一 覧 表

歳 出

予 算 現 額 支 出 済 額 構成比率 執 行 率 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ ％ 円 円

２，９４６，０９４，９０９ ２，８７５，７３４，１８７ ０．２ ９７．６ ０ ７０，３６０，７２２

６０，９１５，０５３，８０４ ５９，９５３，７４９，４３９ ４．５ ９８．４ ０ ９６１，３０４，３６５

２３４，８２９，５６７，６７５ ２３３，８４２，１７９，３３１ １７．７ ９９．６ ０ ９８７，３８８，３４４

４５，８２５，４７１，５１６ ４５，０３５，４６８，６７９ ３．４ ９８．３ ０ ７９０，００２，８３７

３０９，７８１，８０６，１１０ ３０２，１９０，３５７，５８１ ２２．８ ９７．５ ２，７３０，４９１，０００ ４，８６０，９５７，５２９

８，６７４，３９３，１２３ ７，５３７，３４８，３７２ ０．６ ８６．９ １７６，２４８，０００ ９６０，７９６，７５１

４８，２６０，８５０，２９４ ４７，０４９，５１５，８７９ ３．６ ９７．５ ０ １，２１１，３３４，４１５

７，０８０，２８０，０００ ６，６４３，９４６，４５９ ０．５ ９３．８ ０ ４３６，３３３，５４１

５３，４５５，０１１，０００ ５２，５７４，５５７，０１４ ４．０ ９８．４ ３１，８６０，０００ ８４８，５９３，９８６

６６，３９７，０１７，８７３ ６１，７６６，７７８，２９５ ４．７ ９３．０ ０ ４，６３０，２３９，５７８

２，１７３，７５８，０４９ ２，１１４，３１０，９７５ ０．２ ９７．３ ０ ５９，４４７，０７４

４３，４１５，８０７，２００ ４２，９４９，４７１，８２３ ３．２ ９８．９ ２６１，４２０，５００ ２０４，９１４，８７７

５０，３３６，０４１，０９０ ３９，４２８，５２５，１００ ３．０ ７８．３ ９，１７２，２９８，２００ １，７３５，２１７，７９０

１０５，２３０，６７４，４０８ ９５，５０３，８８７，７３９ ７．２ ９０．８ ９，４８４，７３２，４００ ２４２，０５４，２６９

９１，１３９，６０８，０００ ８８，６８１，６３１，３８９ ６．７ ９７．３ ２，３９０，８００，０００ ６７，１７６，６１１

３０，４３１，６４２，９３８ ２６，６２２，７２１，５０８ ２．０ ８７．５ ３，４００，４４２，７５０ ４０８，４７８，６８０

３３，４４１，７８２，０００ ３２，７４２，８３１，９９３ ２．５ ９７．９ ０ ６９８，９５０，００７

２３，６３５，９０４，０００ ２３，６３５，９０４，０００ １．８ １００ ０ ０

４０，３１５，３５１，０００ ４０，１３８，５８０，７０８ ３．０ ９９．６ ０ １７６，７７０，２９２

１，３７８，３５６，０００ １，３３５，２３４，３５８ ０．１ ９６．９ ０ ４３，１２１，６４２

１０９，７６０，７８１，１４９ １０６，６２５，２８２，５６４ ８．１ ９７．１ ４９０，７３１，５００ ２，６４４，７６７，０８５

１，６６３，０８６，０００ １，５０４，９３３，７６２ ０．１ ９０．５ ０ １５８，１５２，２３８

２１４，５７２，０００ ２１２，０８１，７４３ ０．０ ９８．８ ０ ２，４９０，２５７

４２１，８９９，０００ ３９８，５３２，０６９ ０．０ ９４．５ ０ ２３，３６６，９３１

３，０１３，１３２，０００ ２，９４０，７９７，９１９ ０．２ ９７．６ ０ ７２，３３４，０８１

１，３７４，７３７，９４１，１３８ １，３２４，３０４，３６２，８８６ １００ ９６．３ ２８，１３９，０２４，３５０ ２２，２９４，５５３，９０２

なお、当年度における一般会計予算の執行状況は以上のとおりであるが、これを所管局

（事業本部、室）ごとにみると、次のとおりである。
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特 別 会 計 決 算

会 計 歳 入 決 算 額 � 歳 出 決 算 額 � 歳入歳出差引額�
� － �

円 円 円

国民健康保険事業費会計 ２１６，８８０，５８８，７６８ ２１９，０６４，９９６，２９３ △２，１８４，４０７，５２５

老人保健医療事業費会計 ２１１，１３３，５９３，９１６ ２１０，５３３，７８０，１８１ ５９９，８１３，７３５

介 護 保 険 事 業 費 会 計 １０１，５３８，０３６，７７８ １００，２１５，０９５，６３１ １，３２２，９４１，１４７

横 浜 市 立 大 学 費 会 計 ５７，４５１，０１２，５２８ ５７，５８０，２３９，６３６ △１２９，２２７，１０８

港 湾 整 備 事 業 費 会 計 ２，６４２，２９３，５２３ ２，０７７，４０７，２３９ ５６４，８８６，２８４

中 央 卸 売 市 場 費 会 計 ４，８１４，９３７，１６３ ４，６２９，５１８，０６５ １８５，４１９，０９８

中 央 と 畜 場 費 会 計 ３，８４４，５３４，１６６ ３，８０１，９６３，６４１ ４２，５７０，５２５

母子寡婦福祉資金会計 １，０３１，２３１，１５７ ８１４，０５７，５２２ ２１７，１７３，６３５

交通災害共済事業費会計 ５５０，８６１，６８１ ４５８，０２０，２５６ ９２，８４１，４２５

勤労者福祉共済事業費会計 ７６２，９５０，６３１ ６８６，７１８，０６２ ７６，２３２，５６９

公害被害者救済事業費会計 ４９，０１４，０７１ ２４，４４２，４４６ ２４，５７１，６２５

市街地開発事業費会計 １６，８０８，９０９，５６４ １６，６８８，３７０，４７２ １２０，５３９，０９２

自動車駐車場事業費会計 ２，３６０，３５２，５２３ ２，２９１，５６２，２６９ ６８，７９０，２５４

公 共 事 業 用 地 費 会 計 １２６，４０２，０９２，４４１ １２４，７８８，９０４，５５３ １，６１３，１８７，８８８

市 債 金 会 計 ５８７，７３５，４５３，２７１ ５８７，７３５，４５３，２７１ ０

（農業共済事業費会計） － － －

合 計 １，３３４，００５，８６２，１８１ １，３３１，３９０，５２９，５３７ ２，６１５，３３２，６４４

� 特 別 会 計

横浜市国民健康保険事業費会計等の１５特別会計を合計すると、当年度歳入歳出決算額は、

歳入１兆３，３４０億５８６万円、歳出１兆３，３１３億９，０５３万円で、歳入歳出差引残額は２６億

１，５３３万円である。この額から翌年度へ繰り越すべき財源１億５，９５４万円を差し引いた実

質収支額は、２４億５，５７９万円である。

また、この実質収支額から前年度の純繰越金（前年度実質収支額）９１億６，６９０万円を差
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状 況 一 覧 表

翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源 �

実 質 収 支 額 �
� － �

前 年 度 実 質
収 支 額 �

単 年 度 収 支
� － �

円 円 円 円

０ △２，１８４，４０７，５２５ ７３４，６４１，５３４ △２，９１９，０４９，０５９

０ ５９９，８１３，７３５ ３２，３２５，７９２ ５６７，４８７，９４３

０ １，３２２，９４１，１４７ ４，００３，３６９，２１６ △２，６８０，４２８，０６９

０ △１２９，２２７，１０８ ９５５，２９０，８５２ △１，０８４，５１７，９６０

０ ５６４，８８６，２８４ ５００，９５２，０９０ ６３，９３４，１９４

０ １８５，４１９，０９８ １０６，５５７，９４７ ７８，８６１，１５１

０ ４２，５７０，５２５ ９７，２０１，３９６ △５４，６３０，８７１

０ ２１７，１７３，６３５ ９７，５８３，９８２ １１９，５８９，６５３

０ ９２，８４１，４２５ ４６，６１７，５０５ ４６，２２３，９２０

０ ７６，２３２，５６９ ８０，０７５，１８２ △３，８４２，６１３

０ ２４，５７１，６２５ ２５，６２４，５７５ △１，０５２，９５０

１２０，５３９，０９２ ０ ０ ０

３９，０００，０００ ２９，７９０，２５４ ７５，０００，０００ △４５，２０９，７４６

０ １，６１３，１８７，８８８ ２，４１１，６６０，０６２ △７９８，４７２，１７４

０ ０ ０ ０

－ － （ ２６，４９８，３９８） －

１５９，５３９，０９２ ２，４５５，７９３，５５２ ９，１６６，９００，１３３ △６，７１１，１０６，５８１
※（ ９，１９３，３９８，５３１）

※（ ）内の金額は、農業共済事業費会計の実質収支額を含む。

し引いた当年度のみの収支は、６７億１，１１１万円のマイナスとなっている。

実質収支額についてみると、国民健康保険事業費会計において国民健康保険料の収納率

が低下したことなどにより２１億８，４４１万円、横浜市立大学費会計においてセンター病院

費の診療収入が見込みを下回ったことなどにより１億２，９２３万円、それぞれマイナスと

なっている。なお、実質収支がマイナスとなった両会計では、それぞれ翌年度歳入から繰

上充用を行っている。

１５特別会計全体の決算状況は、次のとおりである。

― ―５３



各会計の決算の状況は次のとおりである。

� 横浜市国民健康保険事業費会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

１国 民 健 康保 険 料

円 円 円 ％ ％ 円 円
９３，５２４，３３５，０００１２０，５００，５０８，６０２ ８８，３８１，３８０，８０７ ９４．５ ７３．３ ４，６３２，７６５，６８７ ２７，４８６，３６２，１０８

２一部負担金 １０，０００ ０ ０ ０ － ０ ０

３国庫支出金 ６４，００２，１６８，０００ ６２，５４３，６９７，４０５ ６２，５４３，６９７，４０５ ９７．７ １００ ０ ０

４療養給付費交 付 金 ３２，８２２，３７２，０００ ３０，４７９，６８６，４００ ３０，４７９，６８６，４００ ９２．９ １００ ０ ０

５県 支 出 金 ９９３，２３２，０００ １，５６３，０１７，０００ １，５６３，０１７，０００ １５７．４ １００ ０ ０

６共 同 事 業交 付 金 ２，８２７，８３３，０００ ２，７３１，２４３，４６４ ２，７３１，２４３，４６４ ９６．６ １００ ０ ０

７繰 入 金 ２９，９４１，５６６，０００ ２９，９４１，５６６，０００ ２９，９４１，５６６，０００ １００ １００ ０ ０

８繰 越 金 ７３４，６４２，０００ ７３４，６４１，５３４ ７３４，６４１，５３４ １００．０ １００ ０ ０

９諸 収 入 ５２０，８８５，０００ ７１６，５４５，７７７ ５０５，３５６，１５８ ９７．０ ７０．５ ２７，３６３，３３８ １８３，８２６，２８１

合 計 ２２５，３６７，０４３，０００２４９，２１０，９０６，１８２２１６，８８０，５８８，７６８ ９６．２ ８７．０ ４，６６０，１２９，０２５ ２７，６７０，１８８，３８９

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１国民健康保険事業費 ２２５，３６７，０４３，０００ ２１９，０６４，９９６，２９３ ９７．２ ０ ６，３０２，０４６，７０７

合 計 ２２５，３６７，０４３，０００ ２１９，０６４，９９６，２９３ ９７．２ ０ ６，３０２，０４６，７０７

当会計は、国民健康保険法に基づき、本市が保険者となり、他の健康保険に加入してい

ない被保険者に対して医療給付等を行うことにより、社会保障及び国民保健の向上に寄与

することを目的とするものである。また、４０歳以上６５歳未満の被保険者（介護保険の第２

号被保険者）については、医療給付費分に加えて介護納付金分の保険料を徴収し、社会保

険診療報酬支払基金に納付している。

当会計の決算状況は、歳入合計２，１６８億８，０５９万円、歳出合計２，１９０億６，５００万円で、

歳入歳出差引については２１億８，４４１万円の不足額が生じている。これは、国民健康保険

料が見込みを大幅に下回ったことによるもので、この不足額については、翌年度歳入から

繰上充用を行っている。

歳入の主なものは、国民健康保険料８８３億８，１３８万円及び国庫支出金６２５億４，３７０万円

で、歳入合計では、前年度（２，１１９億９，５４１万円）に比べ４８億８，５１８万円増加している。

これは、主として繰入金、国庫支出金、国民健康保険料が増加したことによるものであ

る。
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歳出の主なものは、給付費９２３億９，８４６万円、老人保健拠出金７１４億８，９２５万円、退職

被保険者等給付費３７４億２，０２８万円及び介護納付金１１０億６８３万円で、歳出合計では、前

年度（２，１１２億６，０７７万円）に比べ７８億４２２万円増加している。これは、主として老人保

健拠出金が増加したことによるものである。

なお、最近５か年度における国民健康保険料の収納状況は次のとおりである。

年 度 別 調 定 額� 収 入 済 額� 不納欠損額 収入未済額
収 納 率
�
―�
×１００

平 成１０年 度
千円 千円 千円 千円 ％

８５，７０６，４９９ ６４，８５０，５５９ ２，６３８，７６８ １８，２１７，１７２ ７５．７

平 成１１年 度 ９６，９４９，７６５ ７３，２３０，６９８ ３，１２０，４９６ ２０，５９８，５７０ ７５．５

平 成１２年 度 １０２，３３２，６５３ ７５，４２７，７１０ ４，０４４，０９８ ２２，８６０，８４３ ７３．７

平 成１３年 度 １１５，０４５，９７８ ８６，１０９，０３０ ４，０９９，６１９ ２４，８３７，３２９ ７４．８

平 成１４年 度 １２０，５００，５０８ ８８，３８１，３８０ ４，６３２，７６５ ２７，４８６，３６２ ７３．３

＊ 平成１２年度以降は、介護納付金分を含む。

国民健康保険料（介護納付金分を含む。）の収納率は、７３．３％と前年度に比べ１．５ポイン

ト低下しており、不納欠損額は４６億３，２７７万円、収入未済額は２７４億８，６３６万円となっ

ている。さらに、当年度は、２１億８，４４１万円の収支不足額を生じ、繰上充用を行った。

今後、各区と一層連携し、収納率の向上を図るなど、会計の健全性確保に積極的に取り

組まれたい。
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� 横浜市老人保健医療事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１老人保健医療事業費 ２１５，８７４，５４５，０００ ２１０，５３３，７８０，１８１ ９７．５ ０ ５，３４０，７６４，８１９

合 計 ２１５，８７４，５４５，０００ ２１０，５３３，７８０，１８１ ９７．５ ０ ５，３４０，７６４，８１９

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

１支 払 基 金交 付 金

円 円 円 ％ ％ 円 円
１５０，９７４，３９３，０００１４７，５５４，６９５，３９１１４７，５５４，６９５，３９１ ９７．７ １００ ０ ０

２国庫支出金 ４３，２２３，５６２，０００ ４２，６４４，１３３，０７１ ４２，６４４，１３３，０７１ ９８．７ １００ ０ ０

３県 支 出 金 １０，８０５，８９１，０００ １０，６７３，８２０，４８３ １０，６７３，８２０，４８３ ９８．８ １００ ０ ０

４繰 入 金 １０，７７３，５６６，０００ １０，１１８，３１１，７１５ １０，１１８，３１１，７１５ ９３．９ １００ ０ ０

５繰 越 金 ３２，３２５，０００ ３２，３２５，７９２ ３２，３２５，７９２ １００．０ １００ ０ ０

６諸 収 入 ６４，８０８，０００ １１０，３０７，４６４ １１０，３０７，４６４ １７０．２ １００ ０ ０

合 計 ２１５，８７４，５４５，０００２１１，１３３，５９３，９１６２１１，１３３，５９３，９１６ ９７．８ １００ ０ ０

当会計は、老人保健法に基づき、国民の老後における健康保持と適切な医療の確保を図

るため、疾病の予防、治療、機能訓練等の保健事業を総合的に実施し、国民保健の向上及

び老人福祉の増進を図ることを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計２，１１１億３，３５９万円、歳出合計２，１０５億３，３７８万円で、

歳入歳出差引残額は５億９，９８１万円である。

歳入の主なものは、支払基金交付金１，４７５億５，４７０万円及び国庫支出金４２６億４，４１３万

円で、歳入合計では、前年度（２，０９７億５，７４０万円）に比べ１３億７，６１９万円増加している。

これは、主として支払基金交付金が増加したことによるものである。

歳出の主なものは、医療給付費２，０９４億７，７１７万円で、歳出合計では、前年度（２，０９７

億２，５０７万円）に比べ８億８７１万円増加している。これは、主として医療給付費が増加し

たことによるものである。
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歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１ 介護保険事業費 １０６，０５９，７３２，０００ １００，２１５，０９５，６３１ ９４．５ ０ ５，８４４，６３６，３６９

合 計 １０６，０５９，７３２，０００ １００，２１５，０９５，６３１ ９４．５ ０ ５，８４４，６３６，３６９

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

１介護保険料
円 円 円 ％ ％ 円 円

２０，２８５，３８３，０００ ２１，０８２，８４５，２４０ ２０，５５６，７２７，４３５ １０１．３ ９７．５ ０ ５２６，１１７，８０５

２国庫支出金 ２３，２４４，９９１，０００ ２０，９３５，９８４，７７８ ２０，９３５，９８４，７７８ ９０．１ １００ ０ ０

３支 払 基 金交 付 金 ３２，５３０，４４０，０００ ３０，５２６，２６６，８７５ ３０，５２６，２６６，８７５ ９３．８ １００ ０ ０

４県 支 出 金 １２，３２３，８２６，０００ １１，６０４，１５６，８２８ １１，６０４，１５６，８２８ ９４．２ １００ ０ ０

５財 産 収 入 １０，４８８，０００ １０，４３８，２０１ １０，４３８，２０１ ９９．５ １００ ０ ０

６繰 入 金 １３，８６６，３５７，０００ １３，８６６，３５７，０００ １３，８６６，３５７，０００ １００ １００ ０ ０

７繰 越 金 ３，７６４，２９１，０００ ４，００３，３６９，２１６ ４，００３，３６９，２１６ １０６．４ １００ ０ ０

８諸 収 入 ３３，９５６，０００ ３４，７３６，４４５ ３４，７３６，４４５ １０２．３ １００ ０ ０

合 計 １０６，０５９，７３２，０００１０２，０６４，１５４，５８３１０１，５３８，０３６，７７８ ９５．７ ９９．５ ０ ５２６，１１７，８０５

	 横浜市介護保険事業費会計歳入歳出決算

当会計は、介護保険法に基づき、６５歳以上の者（第１号被保険者）及び４０歳以上６５歳未

満の医療保険に加入している者（第２号被保険者）が、要介護状態となった場合に、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及

び福祉サービスの給付等を行うことにより、保健医療の向上及び福祉の増進を目的とする

ものである。

介護保険制度では、介護給付に必要な費用は、利用者の自己負担分を除き、基本的に５０％

は公費（国、県、市）で賄い、残りの５０％は第１号被保険者及び第２号被保険者からの

保険料で賄っている。

当会計の決算状況は、歳入合計１，０１５億３，８０４万円、歳出合計１，００２億１，５１０万円で、

歳入歳出差引残額は１３億２，２９４万円である。

歳入の主なものは、支払基金交付金（第２号被保険者に係る保険料）３０５億２，６２７万円、

国庫支出金２０９億３，５９８万円、介護保険料（第１号被保険者の保険料）２０５億５，６７３万円、

繰入金１３８億６，６３６万円（このうち、介護給付費繰入金１００億９，６２９万円）である。

歳出の主なものは、給付費９３１億４，７４９万円及び介護保険給付費準備基金積立金２１億

８，５５８万円である。

なお、当年度の認定申請件数は更新申請を含めて１１３，７２０件で、当年度末の要介護認定
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者数は７６，２２８人である。

歳出予算の執行率は９４．５％で、５８億４，４６４万円の不用額を生じている。

これは、主としてサービス利用量が見込みを下回ったことによるものである。

介護保険制度は施行後３年が経過したが、要介護認定者数は増え続けており、介護保険

サービス利用者も増加している。これに伴い、給付費も前年度に比べ１３４億２，５１６万円、

１６．８％増加した。このように、制度は定着しつつあるものの、利用者本位の視点からは、

今後、さらにサービスの質の向上を図る必要がある。

こうした状況を踏まえ、当年度末に、平成１５年度から平成１９年度を計画期間とする介護

保険事業計画を策定したところであるが、この計画に基づき、住み慣れた地域で高齢者が

安心して暮らし続けられるよう、引き続き、サービス内容の充実を図るとともに、計画的

かつ安定的な制度の運用に努められたい。


 横浜市立大学費会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１大 学 収 入 ３，５７８，６００，０００ ３，９４１，６５１，２０６ ３，９２１，５５３，３５７ １０９．６ ９９．５ ０ ２０，０９７，８４９

２附 属 病 院収 入 １３，５９２，２６５，０００１３，４５２，０９２，００６１３，３０８，２２２，７５６ ９７．９ ９８．９ １５，９９２，２５０ １２７，８７７，０００

３セ ン タ ー病 院 収 入 １８，６７５，３３８，０００１６，７１９，８８６，４２９１６，５７３，９０８，９１９ ８８．７ ９９．１ ８，０３８，６４０ １３７，９３８，８７０

４繰 入 金 ２３，６４７，５２２，０００２３，６４７，３２７，４９６２３，６４７，３２７，４９６ １００．０ １００ ０ ０

合 計 ５９，４９３，７２５，０００５７，７６０，９５７，１３７５７，４５１，０１２，５２８ ９６．６ ９９．５ ２４，０３０，８９０ ２８５，９１３，７１９

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１大 学 費 １５，５６０，０６０，０００ １５，４２７，３２２，３９２ ９９．１ ０ １３２，７３７，６０８

２附 属 病 院 費 ２０，１３５，０６４，０００ １９，５０５，２８２，７３１ ９６．９ ０ ６２９，７８１，２６９

３センター病院費 ２３，７９８，６０１，０００ ２２，６４７，６３４，５１３ ９５．２ ０ １，１５０，９６６，４８７

合 計 ５９，４９３，７２５，０００ ５７，５８０，２３９，６３６ ９６．８ ０ １，９１３，４８５，３６４

当会計は、横浜市における学術の中心として、高い教養と専門の学術を教授し、人材育

成と市民の生活・文化の向上発展に寄与することを目的として、横浜市立大学等の管理運

営を行い、併せて医学部附属の病院においては、地域医療の中軸として社会的使命を担う

ことを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計５７４億５，１０１万円、歳出合計５７５億８，０２４万円で、歳入
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歳出差引については、合計で１億２，９２３万円の不足額が生じている。その内訳は、大学費

では４億７，５６９万円、附属病院費では３億４，５７４万円の残額を生じているが、センター病

院費については、診療収入が見込みを大幅に下回ったことにより９億５，０６６万円の不足額

が生じており、このため、この不足額については、翌年度歳入から繰上充用を行っている。

歳入のうち、大学収入３９億２，１５５万円の主なものは、使用料及び手数料２４億１，４５９万

円、諸収入５億６，３３７万円及び繰越金５億８８１万円で、前年度（４９億３１５万円）に比べ、

９億８，１６０万円減少している。これは、主として連携大学院が平成１３年度に開設したこと

に伴う市債の減である。

附属病院収入１３３億８２２万円の主なものは、使用料及び手数料１２２億７，５７１万円、市債

４億１，５１６万円及び繰越金３億６，９２１万円で、前年度（１３７億３，００２万円）に比べ、４億

２，１８０万円減少している。これは、主として前年度に、診療報酬の早期請求によって期ず

れを解消し、これに伴って入院及び外来収入が増加した分が、当年度は平年化したことに

よるものである。

センター病院収入１６５億７，３９１万円の主なものは、使用料及び手数料１５９億２，５５２万円、

諸収入１億８，９６１万円及び市債１億７，１５８万円で、前年度（１８６億５，２９５万円）に比べ、

２０億７，９０４万円減少している。これは、附属病院と同様に、主として前年度に、期ずれ解

消により入院及び外来収入が増加したが、当年度は平年化したことによるものである。

なお、大学病院の不納欠損額及び収入未済額については、附属病院は１，５９９万円及び１億

２，７８８万円、センター病院は、８０４万円及び１億３，７９４万円となっている。

繰入金は、一般会計からの繰入金で、大学費繰入金１１９億８，１４６万円、附属病院費繰入

金６５億４，２８０万円及びセンター病院費繰入金５１億２，３０７万円である。

歳出のうち、大学費１５４億２，７３２万円の内訳は、大学運営費１１７億８，４５２万円、公債費

３２億６，８０５万円及び大学施設整備費３億７，４７５万円で、前年度（１７３億８，３０５万円）に比

べ、１９億５，５７２万円減少している。これは、主として連携大学院が平成１３年度に開設した

ことに伴う大学施設整備費の減である。

附属病院費１９５億５２８万円の内訳は、附属病院運営費１６５億２，４９９万円、公債費２２億

４，４０３万円及び附属病院施設整備費７億３，６２６万円で、前年度（１９９億２，９５５万円）に比べ、

４億２，４２６万円減少している。これは、主として委託内容の見直しや光熱水費の節減によ

り減少したことによるものである。

センター病院費２２６億４，７６３万円の内訳は、センター病院運営費１９１億１，６７８万円、公

債費３２億８，１６４万円及びセンター病院施設整備費２億４，９２１万円で、前年度（２３２億

７，９４０万円）に比べ、６億３，１７６万円減少している。これは、主として研究棟改修工事が終

了したことにより施設整備費が減少したことによるものである。

予算執行状況は、歳入９６．６％、歳出９６．８％であり、１９億１，３４９万円の不用額を生じて

いる。
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これは、主として附属病院費及びセンター病院費の病院運営費において、入院及び外来

患者数が見込みを下回ったことに伴い医薬材料費が減少したこと等によるものである。

また、繰越金は前年度（９億５，５２９万円）に比べて減少し、８億２，１４３万円となった。

最近３か年度における学生数及び大学病院の患者数は次のとおりである。

なお、大学病院の病床利用率は、附属病院は８９．９％、センター病院は８９．４％となって

いる。

大学病院患者数 単位：人

区 分
入 院 患 者 数 外 来 患 者 数 患者数計

�＋�患者数� １日平均患者数 稼動病床数 患者数� １日平均患者数

附

属

病

院

平成１２年度 ２０３，１２９ ５５７ ６２３
床
４２３，１９１ １，７２７ ６２６，３２０

平成１３年度 ２０３，１６５ ５５７ ６２３ ４２４，９３８ １，７３４ ６２８，１０３

平成１４年度 ２０４，４６６ ５６０ ６２３ ４０５，０１９ １，６５３ ６０９，４８５

セ
ン
タ
ー
病
院

平成１２年度 ２１９，５９３ ６０２ ５００ ４３４，０９６ １，７７２ ６５３，６８９

平成１３年度 ２３４，９３３ ６４４ ７２０ ４６１，９４９ １，８８６ ６９６，８８２

平成１４年度 ２３４，８５３ ６４３ ７２０ ４４４，９９２ １，８１６ ６７９，８４５

注１ 患者数は延人員である。
２ 両病院の稼働病床数は年度当初現在
３ センター病院は救命救急センターを含む。また、稼働病床数は、平成１２年６月１日から７２０床に増
加した。

学 生 数 単位：人

年 度 別
大 学 看 護 短 期

大 学 部
�

合 計

�＋�学部学生 大学院生 大学計�

平 成１２年 度 ３，３０３（３８９） ４５９（２０８） ３，７６２（５９７） ３５４ ４，１１６

平 成１３年 度 ３，３４０（３８５） ５６９（２２６） ３，９０９（６１１） ３５９ ４，２６８

平 成１４年 度 ３，３３８（３７７） ６１１（２１１） ３，９４９（５８８） ３５５ ４，３０４

注１ 年度末現在
２ 学部学生及び大学院生欄の（ ）内はそれぞれ医学部生及び医学研究科生で内数

当年度、医学部附属市民総合医療センターでは、９億５，０６６万円の収支不足額が生じ、

繰上充用が行われており、また、医学部附属病院においては、３億４，５７４万円の繰越金が

生じているが、両病院とも、一般会計からの繰入れは多額となっている。そこで、病床利

用率の向上や入院患者の未納防止等により収入の確保を図るとともに、委託内容の見直し

等による支出の削減を行い、病院経営の健全化に努められたい。また、一般会計からの繰

入れについては、基準を含め考え方を整理する必要があると思われる。

研究の推進事業については、研究費の配分の見直しを行い、新たに重点研究領域を設定
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し、これに係る研究テーマを公募するなど研究奨励交付金の充実を図った。また、民間企

業等との受託研究や共同研究に係る収入が、前年度に比べ増加している。市立大学として、

地域社会への貢献に更に取り組む必要があることから、市内企業との産学連携や、大学の

活動内容の市民への情報提供などを積極的に進められたい。

平成１５年２月には、「市立大学の今後のあり方懇談会」から答申が提出され、現在、大

学改革案の検討が行われているところであるが、大学を取り巻く状況が大きく変化してい

ることから、改革の推進に一層努力されたい。

� 横浜市港湾整備事業費会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１使用料及び手 数 料 １，９９９，５４４，０００１，８４４，６９８，１６２１，８２２，１７２，３３２ ９１．１ ９８．８ ０ ２２，５２５，８３０

２財 産 収 入 ５４，９４９，０００ ４１，５４４，８２７ ４１，５４４，８２７ ７５．６ １００ ０ ０

３繰 越 金 ３７，１０７，０００ ５００，９５２，０９０ ５００，９５２，０９０ 略 １００ ０ ０

４諸 収 入 ２８１，６４４，０００ ２７７，６２４，２７４ ２７７，６２４，２７４ ９８．６ １００ ０ ０

合 計 ２，３７３，２４４，０００２，６６４，８１９，３５３２，６４２，２９３，５２３ １１１．３ ９９．２ ０ ２２，５２５，８３０

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１港 湾 整 備 事 業 費 ２，３７３，２４４，０００ ２，０７７，４０７，２３９ ８７．５ ０ ２９５，８３６，７６１

合 計 ２，３７３，２４４，０００ ２，０７７，４０７，２３９ ８７．５ ０ ２９５，８３６，７６１

当会計は、横浜港の上屋等の整備を計画的に促進し、適正かつ効率的な運営を確保する

ことを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計２６億４，２２９万円、歳出合計２０億７，７４１万円、歳入歳出

差引残額は５億６，４８９万円であり、前年度（５億９５万円）に比べ６，３９３万円増加している。

歳入の主なものは、使用料及び手数料１８億２，２１７万円、繰越金５億９５万円で、歳入合

計では、前年度（２７億８，３７４万円）に比べ、１億４，１４４万円減少している。これは、主と

して使用料及び手数料の減によるものである。

歳出の主なものは、公債費９億９，８７６万円、総務費９億１，０９２万円及び維持補修費１億

６，７７２万円で、歳出合計では、前年度（２２億８，２７８万円）に比べ、２億５３８万円減少して

いる。これは、主として総務費及び維持補修費の減によるものである。

歳出予算の執行率は８７．５％で、２億９，５８４万円の不用額を生じている。これは、主とし

て、光熱水費及び工事請負費の執行残である。

― ―６１



� 横浜市中央卸売市場費会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１本 場 収 入 １，６４９，６４６，０００１，６０６，３７８，３２２１，５９９，４０６，６０２ ９７．０ ９９．６ ０ ６，９７１，７２０

２南 部 市 場収 入 ７８３，１８８，０００ ７７２，８５４，３８４ ７７１，００３，５６１ ９８．４ ９９．８ ０ １，８５０，８２３

３繰 入 金 ２，４４４，５２７，０００２，４４４，５２７，０００２，４４４，５２７，０００ １００ １００ ０ ０

合 計 ４，８７７，３６１，０００４，８２３，７５９，７０６４，８１４，９３７，１６３ ９８．７ ９９．８ ０ ８，８２２，５４３

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１本 場 費 ３，４９６，１２４，０００ ３，３２８，６２０，８２４ ９５．２ ０ １６７，５０３，１７６

２南 部 市 場 費 １，３８１，２３７，０００ １，３００，８９７，２４１ ９４．２ ０ ８０，３３９，７５９

合 計 ４，８７７，３６１，０００ ４，６２９，５１８，０６５ ９４．９ ０ ２４７，８４２，９３５

当会計は、卸売市場法及び横浜市中央卸売市場業務条例に基づいて設置した横浜市中央

卸売市場本場及び南部市場の管理運営を行い、生鮮食料品等の取引の適正化と流通の円滑

化を図ることを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計４８億１，４９４万円、歳出合計４６億２，９５２万円で、歳入歳

出差引残額は１億８，５４２万円である。

歳入のうち、本場収入の主なものは、使用料及び手数料１２億９，８２４万円及び諸収入２億

３，９１７万円で、本場収入では、前年度（２６億７，０３４万円）に比べ１０億７，０９３万円減少し

ている。これは、主として前年度に青果部買荷保管施設整備事業における用地取得が終了

し、市債が皆減したことによるものである。

南部市場収入の主なものは、使用料及び手数料５億４，３９８万円及び諸収入１億８，２４６万

円で、南部市場収入では、前年度（１１億７，９２７万円）に比べ４億８２７万円減少している。

これは、主として前年度に水産物部荷捌き場所覆蓋化整備事業が終了し、市債及び国庫支

出金が皆減したことによるものである。

繰入金は、一般会計からの本場費繰入金１８億４，６４８万円及び南部市場費繰入金５億

９，８０５万円で、繰入金では、前年度（２５億１，５２４万円）に比べ７，０７１万円減少している。

これは、主として本場費繰入金が減少したことによるものである。

歳出のうち、本場費の主なものは、公債費２１億９，２７４万円及び運営費１０億８，４０５万円

で、本場費では、前年度（４６億９，６０３万円）に比べ１３億６，７４１万円減少している。これ

は、主として施設整備費及び公債費が減少したことによるものである。

南部市場費の主なものは、運営費８億２，７９３万円及び公債費４億７，２９６万円で、南部市
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場費では、前年度（１５億６，２２７万円）に比べ２億６，１３７万円減少している。これは、主と

して施設整備費が減少したことによるものである。

歳出予算の執行率は９４．９％で、２億４，７８４万円の不用額を生じている。これは、主とし

て本場費の光熱水費の残及び清掃委託等の入札残並びに南部市場費の光熱水費の残であ

る。

なお、最近３か年度における本場及び南部市場の青果、水産物の取扱高の状況並びに南

部市場の花きの取扱高の状況は次のとおりである。

注 上段：取扱数量、下段：取扱金額

区 分 青 果 水 産 物 花 き

本

場

平 成１２年 度
３６２，８７６ ｔ ９５，９５７ ｔ －

７９，４０８，２６６千円 ７６，７５４，７７９千円 －

平 成１３年 度
３７１，３０６ ｔ ９４，３６３ ｔ －

７６，２５２，３１７千円 ７４，９８８，３３０千円 －

平 成１４年 度
３６６，５８０ ｔ ９０，６９３ ｔ －

８３，７６２，８６８千円 ７４，７９４，７１８千円 －

南

部

市

場

平 成１２年 度
９７，８１６ ｔ ５８，９８９ ｔ －

２０，２０７，３２３千円 ４４，６７５，５９３千円 ３，４０７，６５１千円

平 成１３年 度
９８，５４７ ｔ ５６，７１５ ｔ －

１８，７９０，５７９千円 ４３，１４４，５５６千円 ３，２８８，４４５千円

平 成１４年 度
９２，８４５ ｔ ５８，００３ ｔ －

１９，５８８，０２７千円 ４３，９５１，８６１千円 ３，２３３，００６千円

注 花きの取扱数量については、切花（ケ－ス）、鉢物（鉢）等種別が多岐にわたるため表示しない。

 横浜市中央と畜場費会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１使用料及び手 数 料 ２４０，４１１，０００ ２２３，１９９，７９８ ２２２，４７７，８５８ ９２．５ ９９．７ ０ ７２１，９４０

２財 産 収 入 １，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３繰 入 金 ２，５７５，６９０，０００２，５７５，６９０，０００２，５７５，６９０，０００ １００ １００ ０ ０

４繰 越 金 ５０，０００，０００ ９７，２０１，３９６ ９７，２０１，３９６ １９４．４ １００ ０ ０

５諸 収 入 ９８３，６０３，０００ ９５０，１８９，６９７ ９４９，１６４，９１２ ９６．５ ９９．９ ０ １，０２４，７８５

合 計 ３，８４９，７０５，０００３，８４６，２８０，８９１３，８４４，５３４，１６６ ９９．９ １００．０ ０ １，７４６，７２５
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歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１ 中央と畜場費 ３，８４９，７０５，０００ ３，８０１，９６３，６４１ ９８．８ ０ ４７，７４１，３５９

合 計 ３，８４９，７０５，０００ ３，８０１，９６３，６４１ ９８．８ ０ ４７，７４１，３５９

当会計は、卸売市場法及び横浜市中央卸売市場業務条例等に基づいて設置した横浜市中

央卸売市場食肉市場の管理運営を行い、食肉等の取引の適正化と流通の円滑化を図ること

を目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計３８億４，４５３万円、歳出合計３８億１９６万円で、歳入歳出

差引残額は４，２５７万円である。

歳入の主なものは、一般会計からの繰入金２５億７，５６９万円及び諸収入のうちの食肉安

定供給事業資金貸付金元利収入８億６，２００万円で、歳入合計では、前年度（４８億４，９６４万

円）に比べ１０億５１０万円減少している。これは、主として前年度に小動物冷却室等整備

事業が終了し、市債及び国庫支出金が皆減したことによるものである。

歳出の主なものは、食肉安定供給事業費等の運営費３０億５，８１５万円及び公債費６億

４，６４８万円で、歳出合計では、前年度（４７億５，２４４万円）に比べ９億５，０４７万円減少して

いる。これは、主として施設整備費が減少したことによるものである。

なお、最近３か年度における牛及び豚等の取扱高の状況は次のとおりである。

区 分

年度別
牛 豚

その他（輸入牛肉・

子牛・部分肉等）
計

平成１２年度

と畜頭数 ２０，４０２頭 １７３，５４５頭 ７頭 １９３，９５４頭

取扱重量 ９，０２６ｔ １６，８９４ｔ １，１０２ｔ ２７，０２２ｔ

取扱金額 １２，０１９，２１８千円 ６，４７６，５３１千円 １，０７５，３０９千円 １９，５７１，０５９千円

平成１３年度

と畜頭数 １８，２２３頭 １７５，７２６頭 ２頭 １９３，９５１頭

取扱重量 ８，０５０ｔ １６，１６０ｔ ２７７ｔ ２４，４８７ｔ

取扱金額 ８，１７５，９２２千円 ７，３１８，９００千円 ５５４，７１９千円 １６，０４９，５４２千円

平成１４年度

と畜頭数 １６，０７６頭 １７７，７９５頭 ０頭 １９３，８７１頭

取扱重量 ７，０７１ｔ １５，６７５ｔ ３４４ｔ ２３，０９０ｔ

取扱金額 ８，２２０，６３４千円 ６，５８１，８３７千円 ４２８，９６３千円 １５，２３１，４３５千円
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歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１母子寡婦福祉資金貸 付 費 ９７４，５０３，０００ ８１４，０５７，５２２ ８３．５ ０ １６０，４４５，４７８

合 計 ９７４，５０３，０００ ８１４，０５７，５２２ ８３．５ ０ １６０，４４５，４７８

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１貸付金収入 ４４２，１３７，０００１，２４０，１３７，５４３ ４５４，９６６，２９９ １０２．９ ３６．７ ９８５，６１４ ７８４，１８５，６３０

２繰 入 金 １７９，６３１，０００ １６１，１９６，６７５ １６１，１９６，６７５ ８９．７ １００ ０ ０

３繰 越 金 １，０００ ９７，５８３，９８２ ９７，５８３，９８２ 略 １００ ０ ０

４諸 収 入 １９４，０００ １９８，２０１ １９８，２０１ １０２．２ １００ ０ ０

５市 債 ３５２，５４０，０００ ３１７，２８６，０００ ３１７，２８６，０００ ９０．０ １００ ０ ０

合 計 ９７４，５０３，０００１，８１６，４０２，４０１１，０３１，２３１，１５７ １０５．８ ５６．８ ９８５，６１４ ７８４，１８５，６３０

� 横浜市母子寡婦福祉資金会計歳入歳出決算

当会計は、母子及び寡婦福祉法に基づき、母子及び寡婦世帯に対して、生活の安定と向

上のために必要な措置を講ずることにより、母子家庭及び寡婦の福祉を図ることを目的と

するものである。

当会計の決算状況は、歳入合計１０億３，１２３万円、歳出合計８億１，４０６万円で、歳入歳

出差引残額は２億１，７１７万円である。

歳入の主なものは、貸付金収入で、その内訳は母子福祉資金貸付金元利収入４億２，００５

万円及び寡婦福祉資金貸付金元利収入３，４９１万円で、歳入合計では、前年度（８億６，９４５

万円）に比べ１億６，１７８万円増加している。これは、主として繰越金が増加したことによ

るものである。

歳出の主なものは、母子福祉資金貸付金７億７，１５９万円及び寡婦福祉資金貸付金３，８９６

万円で、歳出合計では、前年度（７億７，１８６万円）に比べ４，２１９万円増加している。これ

は、主として母子福祉資金貸付金が増加したことによるものである。

なお、貸付件数は、母子福祉資金貸付２，１８４件、寡婦福祉資金貸付７１件である。

歳出予算の執行率は８３．５％で、１億６，０４５万円の不用額を生じている。これは、主とし

て母子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付件数が見込みを下回ったことによる貸付金の残で

ある。
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� 横浜市交通災害共済事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１交通災害共済事業費 ６６４，４２１，０００ ４５８，０２０，２５６ ６８．９ ０ ２０６，４００，７４４

合 計 ６６４，４２１，０００ ４５８，０２０，２５６ ６８．９ ０ ２０６，４００，７４４

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１共 済 掛 金収 入 ６２０，７２９，０００ ４６２，０３７，６００ ４６２，０３７，６００ ７４．４ １００ ０ ０

２財 産 収 入 ３５０，０００ ５７，５６６ ５７，５６６ １６．４ １００ ０ ０

３繰 入 金 ４３，０６１，０００ ４１，９６８，８００ ４１，９６８，８００ ９７．５ １００ ０ ０

４繰 越 金 １，０００ ４６，６１７，５０５ ４６，６１７，５０５ 略 １００ ０ ０

５諸 収 入 ２８０，０００ １８０，２１０ １８０，２１０ ６４．４ １００ ０ ０

合 計 ６６４，４２１，０００ ５５０，８６１，６８１ ５５０，８６１，６８１ ８２．９ １００ ０ ０

当会計は、共済加入者が交通災害によって死亡又は傷害を受けた場合、一定の見舞金を

給付し、被災害者世帯の当面の窮状を救済することを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計５億５，０８６万円、歳出合計４億５，８０２万円で、歳入歳出

差引残額は９，２８４万円である。

歳入の主なものは、共済掛金収入４億６，２０４万円（生活保護者及び小学校新入学児童の

掛金に係る繰入金４，１９７万円を除く。）で、歳入合計では、前年度（５億８，４４０万円）に比

べ３，３５４万円減少している。これは、主として共済掛金収入及び繰越金が減少したことに

よるものである。

歳出の主なものは、共済見舞金３億１，５４７万円で、歳出合計では、前年度（５億３，７７８

万円）に比べ７，９７６万円減少している。これは、主として交通災害共済基金積立金及び共

済見舞金が減少したことによるものである。

なお、共済見舞金の支給件数は４，３６１件（前年度４，４１７件）である。

歳出予算の執行率は６８．９％で、２億６４０万円の不用額を生じている。これは、主として

共済見舞金の支払件数が見込みを下回ったことによるものである。

当年度末における交通災害共済基金現在高は４億円で、前年度末と同額である。

なお、共済加入者は６３万４，４５４人で、前年度に比べ２万６，３７１人減少し、加入率は１８．１％

（前年度１９．０％）となっている。

最近５か年度における交通災害共済加入状況は次のとおりである。
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年 度 別 本 市 人 口 加入者数 人口に対する加入率 加入者の対前年度比 基金現在高
人 人 ％ ％ 万円

平 成１０年 度 ３，３７３，７７７
（平成１１年４月１日現在）

７３４，４５３ ２１．８ ９７．１ ２０，０００

平 成１１年 度 ３，４００，１４９
（平成１２年４月１日現在）

７０４，０５５ ２０．７ ９５．９ ２５，０００

平 成１２年 度 ３，４３５，５５４
（平成１３年４月１日現在）

６８４，２７４ １９．９ ９７．２ ３５，０００

平 成１３年 度 ３，４７０，７９０
（平成１４年４月１日現在）

６６０，８２５ １９．０ ９６．６ ４０，０００

平 成１４年 度 ３，５０７，１５７
（平成１５年４月１日現在）

６３４，４５４ １８．１ ９６．０ ４０，０００

注 基金現在高は年度末の現在高である。

� 横浜市勤労者福祉共済事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１勤 労 者 福 祉 共 済事 業 費 ７２８，６６７，０００ ６８６，７１８，０６２ ９４．２ ０ ４１，９４８，９３８

合 計 ７２８，６６７，０００ ６８６，７１８，０６２ ９４．２ ０ ４１，９４８，９３８

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１共 済 掛 金収 入 ３８３，０５２，０００ ３７２，６２８，５００ ３７１，９９７，５００ ９７．１ ９９．８ ０ ６３１，０００

２財 産 収 入 ２８７，０００ ５４，２０５ ５４，２０５ １８．９ １００ ０ ０

３繰 入 金 １６１，７２１，０００ １５５，５８５，７４４ １５５，５８５，７４４ ９６．２ １００ ０ ０

４繰 越 金 ３１，６０８，０００ ８０，０７５，１８２ ８０，０７５，１８２ ２５３．３ １００ ０ ０

５諸 収 入 １５１，９９９，０００ １５７，２４２，２８１ １５５，２３８，０００ １０２．１ ９８．７ ０ ２，００４，２８１

合 計 ７２８，６６７，０００ ７６５，５８５，９１２ ７６２，９５０，６３１ １０４．７ ９９．７ ０ ２，６３５，２８１

当会計は、市内の中小企業等に従事する勤労者の福祉増進を図り、併せて中小企業の振

興に寄与することを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計７億６，２９５万円、歳出合計６億８，６７２万円で、歳入歳出

差引残額は７，６２３万円である。

歳入の主なものは、共済掛金収入３億７，２００万円で、歳入合計では、前年度（７億６，３８７

万円）に比べ９２万円減少している。これは、主として共済掛金収入が減少したことによ

るものである。

歳出の主なものは、結婚、出産等に係る給付費１億５，９１７万円（前年度１億６，１９９万円）、
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医療、教育及び住宅資金等に係る貸付事業費１億５，０００万円（前年度１億５，０００万円）並

びにレクリエーション事業等に係る福祉事業費１億９，２７７万円（前年度１億６，８４１万円）

で、歳出合計では、前年度（６億８，３８０万円）に比べ２９２万円増加している。これは、主

として福祉事業費が増加したことによるものである。

歳出予算の執行率は９４．２％となっている。

当年度末における勤労者福祉共済基金現在高は２億８，８８９万円で、前年度末に比べ

１，０３９万円減少している。

なお、当年度末における加入事業所数は５，０１５事業所（加入者数６万１，３０９人）で、前年

度に比べ、事業所数は３９事業所減少し、加入者数は１，５７８人減少している。

� 横浜市公害被害者救済事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１公 害 被 害 者
救 済 事 業 費 ４０，８７９，０００ ２４，４４２，４４６ ５９．８ ０ １６，４３６，５５４

合 計 ４０，８７９，０００ ２４，４４２，４４６ ５９．８ ０ １６，４３６，５５４

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１寄 付 金 ８，１８２，０００ ８，１３７，０００ ８，１３７，０００ ９９．５ １００ ０ ０

２財 産 収 入 ３３１，０００ ７３７，６７４ ７３７，６７４ ２２２．９ １００ ０ ０

３繰 入 金 ２０，１２６，０００ １４，５１４，８２２ １４，５１４，８２２ ７２．１ １００ ０ ０

４繰 越 金 １２，２４０，０００ ２５，６２４，５７５ ２５，６２４，５７５ ２０９．４ １００ ０ ０

合 計 ４０，８７９，０００ ４９，０１４，０７１ ４９，０１４，０７１ １１９．９ １００ ０ ０

当会計は、横浜市公害健康被害者保護規則に基づき、公害健康被害者等に対し、本市独

自の療養補助費等の給付及び保護に必要な事業を行うことにより、公害健康被害者の健康

の回復等に寄与することを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計４，９０１万円、歳出合計２，４４４万円で、歳入歳出差引残額

は２，４５７万円である。

歳入の主なものは、繰越金２，５６２万円及び繰入金１，４５１万円で、歳入合計では、前年度

（４，８２７万円）に比べ７４万円増加している。これは、主として繰入金が増加したことによ

るものである。

歳出の主なものは、公害保健センター事業費９８６万円、給付事業費７６０万円で、歳出合

計では、前年度（２，２６５万円）に比べ１７９万円増加している。これは、主として公害保健
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センター事業費が増加したことによるものである。

歳出予算の執行率は５９．８％で、１，６４４万円の不用額を生じている。

これは、主として扶助費の支給対象者が、予算の見込みを下回ったことにより、給付事

業費が減となったものである。

なお、当年度末における公害被害者救済事業基金現在高は３億３，１０５万円で、前年度末

と同額になっている。

� 横浜市市街地開発事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１市街地開発事業費 ２３，６０１，０５０，０００ １６，６８８，３７０，４７２ ７０．７ ６，１４７，４６６，２９２ ７６５，２１３，２３６

合 計 ２３，６０１，０５０，０００ １６，６８８，３７０，４７２ ７０．７ ６，１４７，４６６，２９２ ７６５，２１３，２３６

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１分担金及び負 担 金 １３，０００，０００ ６，９７２，２９２ ６，９７２，２９２ ５３．６ １００ ０ ０

２国庫支出金 １５，６６６，０００ １８，１００，０００ １８，１００，０００ １１５．５ １００ ０ ０

３財 産 収 入 １，５１６，０５４，０００ １，４７０，９９４，５２５ １，４７０，９９４，５２５ ９７．０ １００ ０ ０

４繰 入 金 ２１，２９９，６２１，０００１４，７２９，４３９，６５２１４，７２９，４３９，６５２ ６９．２ １００ ０ ０

５繰 越 金 ４８９，０００ ４８８，０００ ４８８，０００ ９９．８ １００ ０ ０

６諸 収 入 １，２２０，０００ ３，９５１，８５２ ２，２５０，４９５ １８４．５ ５６．９ ０ １，７０１，３５７

７市 債 ７５５，０００，０００ ５８０，６６４，６００ ５８０，６６４，６００ ７６．９ １００ ０ ０

合 計 ２３，６０１，０５０，０００１６，８１０，６１０，９２１１６，８０８，９０９，５６４ ７１．２ １００．０ ０ １，７０１，３５７

当会計は、本市が施行する市街地開発事業を円滑かつ効率的に執行することを目的とす

るものである。

当年度の決算状況は、歳入合計１６８億８９１万円、歳出合計１６６億８，８３７万円で、歳入歳

出差引残額は１億２，０５４万円である。

歳入の主なものは、一般会計からの繰入金６４億４，３３４万円及び都市整備基金からの繰

入金８２億８，６１０万円で、歳入合計では、前年度（１３９億５，３３８万円）に比べ２８億５，５５３

万円増加している。これは、主として繰入金が増加したことによるものである。

歳出のうち、主な事業の執行状況は次のとおりである。
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主 な 事 業 名 支 出 済 額 繰越明許費
繰 越 額

事故繰越し
繰 越 額 不 用 額

千円 千円 千円 千円

新横浜駅南部地区土地区画整理事業 ２６，３８６ ０ ０ ９，１１３

戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業 ４，８４８，４４８ ３，６２３，８０４ １，５３６，１９５ １５２，９４５

金沢八景駅東口地区土地区画整理事業 １４４，７４４ １５，４２６ ０ ０

上大岡駅西口地区市街地再開発事業 ２６４，８９２ ０ ０ １０７

新横浜長島地区土地区画整理事業 １，１５８，９７３ ６１２，０４０ ０ ２６４，５４１

戸塚駅前地区中央土地区画整理事業 ６５４，４００ ３６０，０００ ０ ０

歳出合計では、前年度（１３９億５，２８９万円）に比べ２７億３，５４８万円増加している。これ

は、戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業等の増によるものである。

歳出予算の執行率は７０．７％で、４６億１，１２７万円の明許繰越し、１５億３，６２０万円の事故

繰越し及び７億６，５２１万円の不用額を生じている。

明許繰越しは、主として戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業において、転出予定権利

者との補償交渉に不測の日時を要したため、用地費・移転補償費が繰越しとなったこと等

によるものである。

事故繰越しは、戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業において、土地売買契約締結後、

移転先である代替地の造成工事等に不測の日時を要したことにより建物の移転ができな

かったことから、土地の引渡しが遅延したこと等により、用地費・移転補償費の一部を繰

り越したことによるものである。

不用額は、主として都市整備基金費における消費税納付額の減額及び運用利率の低下に

伴う積立金の減額、新横浜長島地区土地区画整理事業における道路照明灯の設置工事費の

減額等並びに戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業における仮設店舗の設計費の減額等に

よる事業費の残である。

なお、新横浜駅南部地区土地区画整備事業については、当年度に管理費として２，６３９万

円を支出しているが、事業の見通しが立たないため、新たなまちづくりに取り組むことと

し、平成１５年３月に事業計画を廃止した。

戸塚駅西口第１地区第二種市街地再開発事業については、仮設店舗の建設及び運営を

ＰＦＩ手法で実施するなど、管理処分計画の策定に向けて事業を推進しているが、当年度

において多額の繰越しが生じている。厳しい経済状況ではあるが、事業の計画的な執行に

努めるとともに、関係者等と十分に調整を図りながら、まちづくりを進められたい。

また、上大岡駅西口地区第一種市街地再開発事業では、すでに事業が竣工し、現在、保

留床を貸し付けているが、引き続き、経済状況の推移を踏まえ、売却処分を検討するなど、

市債償還の財源確保に努められたい。
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� 横浜市自動車駐車場事業費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１自動車駐車場事業費 ２，３６１，１９２，０００ ２，２９１，５６２，２６９ ９７．１ ３９，０００，０００ ３０，６２９，７３１

合 計 ２，３６１，１９２，０００ ２，２９１，５６２，２６９ ９７．１ ３９，０００，０００ ３０，６２９，７３１

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１使用料及び手 数 料 ４０１，０００，０００ ３６６，６２４，５００ ３６６，６２４，５００ ９１．４ １００ ０ ０

２国庫支出金 ３７８，２００，０００ ３５３，２００，０００ ３５３，２００，０００ ９３．４ １００ ０ ０

３繰 入 金 ７３８，９３０，０００ ７３７，９３０，０００ ７３７，９３０，０００ ９９．９ １００ ０ ０

４繰 越 金 ４１９，０６１，０００ ４９４，０６０，０００ ４９４，０６０，０００ １１７．９ １００ ０ ０

５諸 収 入 ４６，００１，０００ ５５，５３８，０２３ ５５，５３８，０２３ １２０．７ １００ ０ ０

６市 債 ３７８，０００，０００ ３５３，０００，０００ ３５３，０００，０００ ９３．４ １００ ０ ０

合 計 ２，３６１，１９２，０００２，３６０，３５２，５２３２，３６０，３５２，５２３ １００．０ １００ ０ ０

当会計は、安全で円滑な都市交通の確保や都心部の活性化を図るため、道路下等を利用

した公共駐車場の整備及び運営を目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計２３億６，０３５万円、歳出合計２２億９，１５６万円、歳入歳出

差引残額は６，８７９万円である。

歳入の主なものは、一般会計からの繰入金７億３，７９３万円、繰越金４億９，４０６万円及び

使用料及び手数料３億６，６６２万円で、歳入合計では前年度（５３億８，８６３万円）に比べ３０

億２，８２８万円減少している。これは、主として駐車場建設に対する国庫支出金、駐車場整

備事業に充当される市債及び繰入金が減少したことによるものである。

歳出は、伊勢佐木長者町地下駐車場等の施設整備費１２億５，４８２万円、福富町西公園地

下駐車場ほか４駐車場の運営経費３億１，１４５万円及び公債費７億２，５２９万円で、前年度（４８

億９，４５７万円）に比べ２６億３０１万円減少している。これは、主として平成１４年４月に日

本大通り地下駐車場が完成したことに伴い、施設整備費が減少したことによるものである。

歳出予算の執行率は９７．１％で、３，９００万円の明許繰越し及び３，０６３万円の不用額を生じ

ている。

明許繰越しについては、伊勢佐木長者町地下駐車場に係る歩道舗装工事等において、関

係機関との調整に日時を要したことにより工程に遅れが生じたことによるものである。

また、不用額については、自動車駐車場事業債償還利子の借入利率が見込みより低かっ

たこと等によるものである。
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自動車駐車場事業については、伊勢佐木長者町地下駐車場が平成１５年４月に供用を開始

し、全６か所の地下駐車場が完成した。平成１４年度の運営状況を見たところ、全体の使用

料収入は運営費用を上回っているものの、使用料収入及び収支差額は前年度に比べ減少し

ている。また、建設費償還等のため、毎年度一般会計から繰入れを行っており、当年度は

７億３，７９３万円となっている。

ついては、財政状況が厳しい中、一般会計繰入金を可能な限り縮減させるため、利用の

促進を図るとともに、一層効率的な駐車場運営に努められたい。

� 横浜市公共事業用地費会計歳入歳出決算

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１公 共 事 業 用 地 費 ６１，１２５，０００，０００ ５６，８５５，４６２，０４９ ９３．０ ０ ４，２６９，５３７，９５１

２土 地 開 発 基 金 費 ５８７，１５０，０００ ５２１，７２２，８９７ ８８．９ ０ ６５，４２７，１０３

３都市開発資金事業費 ８，１４２，１９０，０００ ７，８５７，８７４，２３４ ９６．５ ０ ２８４，３１５，７６６

４公 共 用 地 先 行
取 得 事 業 費 ６２，００１，３８７，０００ ５９，５５３，８４５，３７３ ９６．１ ０ ２，４４７，５４１，６２７

合 計 １３１，８５５，７２７，０００ １２４，７８８，９０４，５５３ ９４．６ ０ ７，０６６，８２２，４４７

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１公 共 事 業用地費収入 ６１，１２５，０００，０００ ５６，８５５，４６２，０４９ ５６，８５５，４６２，０４９ ９３．０ １００ ０ ０

２土 地 開 発基 金 収 入 ５８７，１５０，０００ ５２１，７２２，８９７ ５２１，７２２，８９７ ８８．９ １００ ０ ０

３都市開発資金事業収入 ８，１４２，１９０，０００ ７，８５７，８７４，２３４ ７，８５７，８７４，２３４ ９６．５ １００ ０ ０

４公共用地先行取得事業収入 ６２，００１，３８７，０００ ６１，１６７，０３３，２６１ ６１，１６７，０３３，２６１ ９８．７ １００ ０ ０

合 計 １３１，８５５，７２７，０００１２６，４０２，０９２，４４１１２６，４０２，０９２，４４１ ９５．９ １００ ０ ０

当会計は、道路・公園・河川等に係る公共事業を円滑に執行するため、先行取得資金に

よる公共事業用地の先行取得を目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計１，２６４億２０９万円、歳出合計１，２４７億８，８９０万円で、歳

入歳出差引残額は１６億１，３１９万円である。

公共事業用地費収入の主なものは、土地売払収入５６８億４，３０１万円で、公共事業用地費

収入では、前年度（６０３億１，５２４万円）に比べ３４億５，９７８万円減少している。これは、主

として一般会計への保有土地の処分が前年度において前倒しとなったことによるものであ

る。公共事業用地費の主なものは、道路用地４６８億３，２４５万円及び河川用地５６億７，２８２

万円の購入費で、公共事業用地費では、前年度（６０３億１，５２４万円）に比べ３４億５，９７８万
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円減少している。これは、主として現在の保有土地の状況や事業化の時期を踏まえ、取得

を厳選したことによるものである。

土地開発基金収入の主なものは、土地貸付収入１億７，２７８万円及び土地売払収入１億

２，２５８万円で、土地開発基金収入では、前年度（６億８５７万円）に比べ８，６８５万円減少して

いる。これは、主として繰越金が増加したものの土地売払収入が減少したことによるもの

である。土地開発基金費は、その全額が土地開発基金積立金である。

都市開発資金事業収入の主なものは、一般会計繰入金５５億１８６万円、市債１２億３，８００

万円及び土地売払収入１０億３，０５７万円で、都市開発資金事業収入では、前年度（８０億

８，４１４万円）に比べ２億２，６２６万円減少している。これは、主として用地購入に係る借入

金が増加したものの、土地の売払いが減少したことによるものである。都市開発資金事業

費の内訳は、公債費６６億１，９８７万円及び用地購入費１２億３，８００万円で、都市開発資金事

業費では、前年度（８０億８，４１４万円）に比べ２億２，６２６万円減少している。これは、主と

して公債費が減少したことによるものである。

公共用地先行取得事業収入の主なものは、減債基金繰入金４２３億８，２２４万円及び土地売

払収入１３７億６，９３６万円で、公共用地先行取得事業収入では、前年度（４３８億６，０４９万円）

に比べ１７３億６５４万円増加している。これは、主として公共用地先行取得事業債の償還元

金利子等の減債基金からの繰入金の増によるものである。公共用地先行取得事業費の内訳

は、公債費４７０億９，４７８万円、減債基金積立金９６億６，７０６万円及び用地購入費２７億

９，２００万円で、公共用地先行取得事業費では、前年度（４１６億５，３４０万円）に比べ１７９億

４４万円増加している。これは、主として公債費及び減債基金積立金の増によるものである。

歳入予算の執行率は９５．９％（前年度９５．８％）で、これは、主として一般会計への保有

土地の処分が前年度において前倒しとなったことによるものである。

歳出予算の執行率は９４．６％（前年度９３．７％）で、７０億６，６８２万円（前年度７３億７，４３３

万円）の不用額を生じている。これは、主として保有土地の状況や事業化の時期を踏まえ、

用地取得を厳選したことなどにより、用地買収を行わなかったことによるものである。

用地の先行取得については、「原則として新たな土地の取得は行わず、保有土地の活用

を図る」という方針を踏まえ、取得の抑制が図られているところである。

保有土地については、現在の利用状況を十分把握した上で、本来事業への利用促進を図

ることを基本としつつ、本来の用途がなくなったものについては、土地信託など多様な手

法の検討や売却方法の工夫など、保有土地の処分や活用の促進に一層努められたい。
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� 横浜市市債金会計歳入歳出決算

歳 入

款 予算現額� 調 定 額� 収入済額� �
―�
×１００�―�

×１００ 不納欠損額 収入未済額

円 円 円 ％ ％ 円 円

１繰 入 金 ５１４，３７９，４７６，０００５１０，２５１，４５３，２７１５１０，２５１，４５３，２７１ ９９．２ １００ ０ ０

２市 債 ７３，８８９，８０２，０００ ７７，４８４，０００，０００ ７７，４８４，０００，０００ １０４．９ １００ ０ ０

合 計 ５８８，２６９，２７８，０００５８７，７３５，４５３，２７１５８７，７３５，４５３，２７１ ９９．９ １００ ０ ０

歳 出

款 予算現額� 支出済額� �
―�
×１００ 翌年度繰越額 不 用 額

円 円 ％ 円 円

１公 債 費 ５８８，２６９，２７８，０００ ５８７，７３５，４５３，２７１ ９９．９ ０ ５３３，８２４，７２９

合 計 ５８８，２６９，２７８，０００ ５８７，７３５，４５３，２７１ ９９．９ ０ ５３３，８２４，７２９

当会計は、公債事務の円滑な執行を図るため、各会計にわたる市債の元利償還金、一時

借入金の利子（公営企業会計に係るものは除く。）並びに市債の発行及び元利償還に係る

諸費等について統合整理するとともに、市債の借換え（公営企業会計に係るものは除く。）

を行うことを目的とするものである。

当会計の決算状況は、歳入合計及び歳出合計は同額で、５，８７７億３，５４５万円である。

歳入は、一般会計、特別会計、公営企業会計及び減債基金からの繰入金５，１０２億５，１４５

万円並びに借換債７７４億８，４００万円で、歳入合計では、前年度（５，１４７億４，５９０万円）に

比べ７２９億８，９５５万円増加している。これは、主として借換債が増加したことによるもの

である。

歳出の主なものは、償還元金３，６２７億２，６２２万円、償還利子１，７６１億２，１９７万円及び減

債基金積立金４７０億８，８２９万円で、歳出合計では、前年度（５，１４７億４，５９０万円）に比べ

７２９億８，９５５万円増加している。これは、主として償還元金が増加したことによるもので

ある。

予算執行状況は、予算現額に対して歳入、歳出ともに９９．９％である。

当年度末における市債未償還残高は５兆５８億８，６４１万円（対前年度比０．３％増）で、

その会計別内訳は一般会計２兆２，２６２億９，９９６万円（対前年度比２．６％増）、特別会計

３，８６４億４，２６８万円（対前年度比１２．３％減）及び公営企業会計２兆３，９３１億４，３７７万円（対

前年度比０．６％増）である。

なお、当年度末会計別未償還残高は次のとおりである。
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会 計 別 市 債 未 償 還 残 高

会 計 別 未 償 還 残 高

千円

一 般 会 計 ２，２２６，２９９，９６４

特 別 会 計 ３８６，４４２，６７８

横 浜 市 立 大 学 費 会 計 １１０，３５７，５４２

港 湾 整 備 事 業 費 会 計 ６，０３８，５２３

中 央 卸 売 市 場 費 会 計 １５，８５５，７２３

中 央 と 畜 場 費 会 計 ６，９６９，５０７

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 会 計 ３，９２４，８９８

市 街 地 開 発 事 業 費 会 計 ５３，３７１，６３２

自動車駐車場事業費会計 １１，７０３，５０１

公 共 事 業 用 地 費 会 計 １７８，２２１，３４９

公 営 企 業 会 計 ２，３９３，１４３，７７２

病 院 事 業 会 計 ６２，１４７，７９０

下 水 道 事 業 会 計 １，２７０，７７９，８３３

埋 立 事 業 会 計 ３４５，３４６，２６２

水 道 事 業 会 計 ２１４，９４７，７９９

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ６，９５９，１８４

自 動 車 事 業 会 計 ６，１１８，９３７

高 速 鉄 道 事 業 会 計 ４８６，８４３，９６４

合 計 ５，００５，８８６，４１４

注 一般会計の未償還残高は、減税補てん債、臨時税収補てん債、臨

時財政対策債及び特定資金公共投資事業債を含む残高である。
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２ 実質収支に関する調書

� 一般会計

歳入歳出差引残額は１３７億８，８６９万円であるが、このうちには、翌年度繰越額の財

源として繰り越すべき額１３０億４，３４７万円が含まれているので、これを差し引いた額

７億４，５２２万円が実質収支額である。

この実質収支額には、前年度の純繰越金４億８，４８４万円（前年度の実質収支額から

財政調整基金繰入額を差し引いた額）が含まれているので、当年度のみの収支は２億

６，０３９万円となっている。

なお、上記実質収支額の２分の１相当額３億７，２６１万円は、平成１５年度において財

政調整基金に編入されている。

� 特別会計

１５特別会計を合計すると、歳入歳出差引残額は２６億１，５３３万円であるが、このう

ちには、翌年度繰越額の財源として繰り越すべき額１億５，９５４万円が含まれているの

で、これを差し引いた額２４億５，５７９万円が実質収支額となっている。

３ 財産に関する調書

この調書は、本市の財産のうち、この調書の登載対象となる公有財産（土地、建物、

動産、物権、無体財産権、有価証券及び出資による権利）、物品、債権及び基金（交通

災害共済基金、勤労者福祉共済基金、土地開発基金、公害被害者救済事業基金、国民年

金印紙購入基金、財政調整基金、文化基金、都市整備基金、市庁舎整備基金、都市交通

基盤整備基金、減債基金、環境保全基金、及び介護保険給付費準備基金）の当年度中の

増減及び当年度末現在高を表示している。

公有財産のうち、土地及び建物についてみると、土地は当年度中において２１万

５，９２４m2 増加し、当年度末現在高は３，７７３万９，０３３m2 となっており、建物は当年度中

において延面積４４万６，６６１m2 減少し、当年度末現在高は延面積８３４万２，６９６m2 と

なっている。

基金のうち、財政調整基金は当年度中において５億４，９６８万円増加し、当年度末現在

高は１６３億６，５３９万円となっている。

― ―７６



４ 基金運用状況調書

この調書は、横浜市土地開発基金、横浜市国民年金印紙購入基金、横浜市都市整備基

金及び横浜市都市交通基盤整備基金の運用状況を表示しており、その内容は次のとおり

である。

� 横浜市土地開発基金

当基金は、公用又は公共の用に供する土地、もしくは公共の利益のために取得する

必要のある土地を先行取得することにより、本市事業の円滑な執行を図ることを目的

とするものである。

当年度における基金積立額は５億２，１７２万円で、その内訳は、前年度繰越金２億

４５７万円、土地貸付収入１億７，２７８万円、土地売払いの差益１億２，２５８万円、預金利

子収入 ２，１８０万円である。一方、土地売払いに伴う差損が１億８，１５５万円生じてお

り、当年度末現在高は１，８６３億５，２６１万円である。

また、当年度末の土地保有額は前年度末に比べ９億５，９６６万円増加し１，６７９億

８，６０６万円となり、預金は前年度末に比べ６億１，９４９万円減少し１８３億６，６５５万円と

なっている。

当年度における土地取得件数は５８件（３万５，４３６m2）で、取得額は９０億６，４９５万

円である。

一方、一般会計等への土地の処分件数は５３件（３万８，９５９m2）で、売払いの基金原

価は８１億５２９万円であり、当年度末における基金の土地の保有面積は、１１３万１，０１２

m2（前年度末１１３万４，５３５m2）である。

� 横浜市国民年金印紙購入基金

当基金は、国民年金印紙売りさばきに関する事務を円滑かつ効率的に行うことを目

的とするものである。

国民年金保険料の徴収事務は、国民年金法施行令の一部改正により、平成１４年度分

の保険料徴収から国へ移管しており、平成１４年１０月１日をもって当基金を廃止した。

一般会計から繰り入れた８億３，０００万円は、一般会計へ繰り出し、当年度末現在高は

０円である。
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� 横浜市都市整備基金

当基金は、市街地開発事業及びこれに関連する事業の促進並びに市街地開発事業に

係る市債償還財源の確保に資することを目的とするものである。

当年度における基金積立額は１０億９，１０９万円で、その内訳は上大岡駅西口地区市

街地再開発事業保留床処分金等４億６，５２０万円及び預金利子等運用益６億２，５８８万円

である。一方、市債償還のため８１億８，７７０万円及び事業費充当等として２億８，８９５

万円が取り崩され、当年度末現在高は１８３億６，７７３万円である。

また、当年度末の土地保有額は前年度末に比べ５１億２，２５８万円減少し１３１億１，５５７

万円となり、建物保有額は前年度末に比べ７，３２３万円減少し２億９，２９０万円となり、

預金は前年度末に比べ７億８，９７５万円減少し５，９２６万円となっている。

このほか、一般会計に対して４９億円の貸付金がある。

当年度における土地の取得はないが、土地処分件数は７件（１万３，２６５m2）で売払

いの基金原価は５１億２，２５８万円であり、建物処分件数は１件（９５m2）で売払いの基

金原価は７，３２３万円である。なお、当年度末の基金の土地保有面積は３万４，１１６m2

（前年度末４万７，３８１m2）、建物保有面積は３８０m2（前年度末４７５m2）となっている。

� 横浜市都市交通基盤整備基金

当基金は、鉄道及び軌道の建設、鉄道及び軌道と道路の立体交差化等交通基盤の整

備の促進に資することを目的とするものである。

当年度における基金積立額は預金利子収入の４０万円である。一方、事業費充当等

として２，３００万円が取り崩され、当年度末現在高は２９億５３６万円となっており、そ

の全額が預金である。
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